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Ⅰ． 法人の概要 

１ ． 学校法人の沿革 
 

明治１ ４ 年  校祖渡邉辰五郎、 本郷区湯島に「 和洋裁縫伝習所」 を 開設 

明治２ ５ 年  和洋裁縫伝習所を 拡張、「 東京裁縫女学校」 と 改称 

明治３ ９ 年  師範科を新設 

明治４ １ 年  師範科を廃し 、 高等師範科・ 高等師範別科・ 速成科を 設置 

明治４ ４ 年  「 財団法人私立東京裁縫女学校」 設立認可 

大正 ９ 年  法人名を「 財団法人東京裁縫女学校」 と 改称認可 

大正１ １ 年  高等師範科を 廃し 、 専門学校令による「 東京裁縫女学校専門部」 を 新設 

認可。 その後、 専門部を「 東京女子専門学校」 と 改称認可 

大正１ ５ 年  法人名を「 財団法人渡辺女学校」 と 改称認可 

昭和 ５ 年  法人名を「 財団法人渡辺学園」 と 改称認可 

昭和 ５ 年  創立 50 周年記念式典を 挙行 

昭和 ６ 年  東京裁縫女学校を 「 渡辺女学校」 と 改称 

昭和１ ０ 年  創立 55 周年記念式典を 挙行 

昭和１ ５ 年  創立 60 周年記念式典を 挙行 

昭和１ ６ 年  高等女学校令による「 渡辺高等女学校」 を 創設 

昭和１ ９ 年  渡辺女学校廃校 

昭和２ ０ 年  空襲により 本郷湯島校舎全焼 

昭和２ １ 年  東京第二陸軍造兵廠板橋製造所跡（ 現在地） へ移転 

昭和２ ２ 年  新学制による 「 渡辺女子中学校」 を 設置認可 

昭和２ ３ 年  新学制による 「 渡辺学園女子高等学校」 を 設置認可 

昭和２ ３ 年  渡辺女子中学校を 「 渡辺学園女子中学校」 と 改称認可 

昭和２ ４ 年  「 東京家政大学 家政学部（ 生活科学科・ 被服科学科）」 及び別科（ １ 年 

       制） を 設立認可 

昭和２ ４ 年  渡辺学園女子高等学校は「 東京家政大学附属女子高等学校」 と 、 渡辺 

学園女子中学校は「 東京家政大学附属女子中学校」 と 改称 

昭和２ ５ 年  「 東京家政大学短期大学部（ 家庭科）」 を 設置認可。 こ れに伴い東京家政 

大学家政学部は被服科学科を 廃し 、 生活科学科に児童栄養専攻と 被服 

専攻を 置く 。 別科は、 短期大学に移行 

昭和２ ５ 年 創立 70 周年記念式典を挙行 
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昭和２ ６ 年  法人組織を 改め、「 学校法人渡辺学園」 と 変更認可登記完了 

昭和２ ６ 年  東京家政大学家政学部生活科学科は児童・ 栄養・ 被服の 3 専攻と する  

昭和２ ６ 年  東京女子専門学校廃校 

昭和２ ８ 年  東京家政大学短期大学部に「 別科」（ 家政専修） を設置認可 

昭和２ ８ 年  東京家政大学短期大学部の「 家庭科」 を 「 家政科」 に、 別科を 「 家庭 

科」 と 定める 

昭和２ ８ 年  「 東京家政大学附属みどり ケ丘幼稚園」 を 設置認可 

昭和３ １ 年  創立 75 周年記念式典を 挙行 

昭和３ ５ 年  東京家政大学短期大学部の 2 専攻を 児童・ 栄養・ 被服の 3 専攻と する 

昭和３ ６ 年  創立 80 周年記念式典を 挙行 

昭和３ ７ 年  東京家政大学家政学部の学科組織を 変更（ 生活科学科を 廃し 、 児童学 

科・ 栄養学科・ 服飾美術学科と する）  

昭和３ ７ 年  東京家政大学短期大学部家政科の学科組織を 変更（ 家政科を 廃し 、 保育 

科・ 栄養科・ 服飾 美術科と する）  

昭和４ ０ 年  学校法人の主たる 事務所の住居表示が現在地名に変更（ 東京都板橋区 

加賀一丁目 18 番 1 号）  

昭和４ １ 年  東京家政大学家政学部を 児童学科・ 栄養学科・ 服飾美術学科と する 

昭和４ １ 年  東京家政大学短期大学部を 保育科・ 栄養科・ 服飾美術科と する 

昭和４ １ 年  東京家政大学短期大学部別科の家政専修を 生活教養科と 改称 

昭和４ １ 年  創立 85 周年記念式典を 挙行 

昭和４ ２ 年 東京家政大学にナースリ ールームを設置 

昭和４ ２ 年 東京家政大学家政学部栄養学科を 栄養学専攻と 管理栄養士専攻に分離認可 

昭和４ ５ 年 東京家政大学家政学部児童学科を 児童学専攻と 児童教育専攻に分離認可 

昭和４ ６ 年 東京家政大学家政学部服飾美術学科を 被服専攻と 美術専攻に分離認可 

昭和４ ６ 年 創立 90 周年記念式典を挙行 

昭和５ ６ 年 創立百周年記念式典を 挙行 

昭和５ ６ 年 東京家政大学短期大学部別科（ 家政専修） を廃止 

昭和６ ０ 年 埼玉県狭山市に校地取得（ 国有地払下げ）  

昭和６ １ 年 埼玉県狭山市に狭山校舎を 開設、 こ こ に東京家政大学文学部（ 英語英文学 

科、 心理教育学科） を 開学 

平成 元年  東京家政大学大学院（ 家政学研究科修士課程＝食物栄養学専攻、 被服 

造形学専攻） を開学 
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平成 ３ 年 創立 110 周年記念式典を挙行 

平成 ４ 年 東京家政大学大学院（ 家政学研究科修士課程） に児童学専攻を 増設 

平成 ５ 年 東京家政大学大学院（ 家政学研究科博士後期課程） 人間生活学専攻を増設 

平成 ６ 年 校祖渡邉辰五郎生誕 150 年（ 記念行事を 行う ）  

平成 ７ 年 東京家政大学短期大学部国際コ ミ ュ ニケーショ ン科を 設置 

平成 ８ 年 東京家政大学大学院文学研究科を 設置 

平成 ９ 年 東京家政大学家政学部環境情報学科を 設置 

平成 ９ 年 東京家政大学家政学部服飾美術学科の「 被服専攻」 を「 服飾専攻」 に改称 

平成１ ４ 年 東京家政大学家政学部児童学科に育児支援専攻を設置 

平成１ ５ 年 東京家政大学家政学部服飾美術学科美術専攻を 改組し 、 造形表現学科を  

設置 

平成１ ５ 年 東京家政大学家政学部服飾美術学科服飾専攻を 東京家政大学家政学部服飾 

美術学科に変更 

平成１ ８ 年 文学部開設 20 周年記念式典を 挙行（ 狭山校舎）  

平成１ ８ 年 創立 125 周年記念式典を挙行 

平成１ ９ 年 板橋校地の隣接国有地を購入 

平成２ １ 年 東京家政大学家政学部環境情報学科を 「 環境教育学科」 に改称 

平成２ １ 年 東京家政大学文学部を 「 人文学部」 に、 同英語英文学科を ｢英語コ ミ ュ ニ

ケーショ ン学科｣に改称 

平成２ １ 年 東京家政大学家政学部児童学科児童教育専攻を 廃し 、「 児童教育学科」 を 

設置 

平成２ １ 年 東京家政大学文学部心理教育学科を 廃し 、「 人文学部心理カ ウン セリ ング

学科・ 教育福祉学科」 を設置 

平成２ １ 年 東京家政大学短期大学部国際コ ミ ュ ニケーショ ン科廃止 

平成２ ３ 年 創立 130 周年記念「 渡邉辰五郎賞」 創設 

平成２ ４ 年 東京家政大学大学院家政学研究科、 文学研究科を改組し 、 人間生活学総合 

研究科を 設置 

 東京家政大学短期大学部服飾美術科廃止 

平成２ ５ 年 東京家政大学文学部心理教育学科廃止 

平成２ ６ 年  東京家政大学大学院文学研究科廃止 

  東京家政大学看護学部（ 看護学科） 、 子ども 学部（ 子ども 支援学科） を 

設置 
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       東京家政大学かせい森のおう ちを 狭山校舎に設置 

       かせい森のク リ ニッ ク を 狭山校舎に設置 

平成２ ７ 年  東京家政大学大学院家政学研究科を 廃止 

平成２ ８ 年 東京家政大学かせい森の放課後等デイ サービスを狭山校舎に設置 

平成３ ０ 年  東京家政大学看護学部を 健康科学部に改称し 、 リ ハビリ テーショ ン学科 

       を 設置 

平成３ １ 年  幼稚園型認定こ ども 園 東京家政大学附属みどり ケ丘幼稚園及び東京家政 

大学ナースリ ールーム（ 事業所内保育所） を開設 

令和 ２ 年  東京家政大学児童発達支援事業所わかく さ を 板橋校舎に設置認可 
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２ ． 設置する学校の内容 

令和2年5月1日現在 

学校名 学部名等 学科名等 
入学 
定員 
( 人)  

入学 
者数 
( 人)  

収容 
定員 
( 人)  

現員 

( 人)  
備考 

東京家政大学 人間生活学 人間生活学専攻   3   2   9     8  

大学院 総合研究科 児童学児童教育学専攻   5   2   10     5  

  健康栄養学専攻   5   7    10    15  

  造形学専攻   4   1   8     3  

  英語・ 英語教育研究専攻    4   1   8     6  

  臨床心理学専攻   8   7    16    18  

  教育福祉学専攻     4   0   8    0  

 計    33    20    69    55  

東京家政大学 家政学部 児童学科  210  220  860   922  

  児童教育学科   85    90  350   360  

  栄養学科  280   312 1, 150 1, 241  

  服飾美術学科   175  185  710   743  

  環境教育学科    75    78  310   304  

  造形表現学科   120  137  482   524  

 人文学部 英語ｺﾐｭﾆｹー ｼｮﾝ学科   120  125  490   554  

  心理ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ 学科    80    86  330   357  

  教育福祉学科    70    78  290   316  

 健康科学部 看護学科   100   102   400   415 

平成30年度名称

変更 看護学部

⇒健康科学部 

  ﾘﾊﾋﾞ ﾘﾃー ｼｮﾝ学科    80    94   240    220  
平成30年度学科

開設 

 子ども 学部 子ども 支援学科   120   122   460   486 
平成30年度よ り

定員増100⇒120 

 計 1, 515 1, 629 6, 072 6, 442  

東京家政大学短期大学部 保育科   120    90   240   181  

 栄養科    80    77   160   160  

  計   200   167   400   341  

東京家政大学附属女子高等学校 全日制普通科   360   283 1, 080   658  

東京家政大学附属女子中学校   150    72   450   185  

東京家政大学附属みどり ケ丘幼稚園    58    48    140   129  

学園計 2, 316 2, 219 8, 211 7, 810  
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３ ． 施設の状況 

令和 3 年 3 月 31 日現在 

施 設 名 住   所 面   積 

板 橋 校 舎 
〒173-8602  

東京都板橋区加賀１ －１ ８ －１  
88, 400. 08 ㎡ 

狭 山 校 舎 
〒350-1398  

埼玉県狭山市稲荷山２ －１ ５ －１  
83, 282. 24 ㎡ 

校外施設 
箱根仙石 

セミ ナーハウス 

〒250-0631 

神奈川県足柄下郡箱根町仙石原９ ３ １  
2, 963. 89 ㎡ 
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４ ． 法人組織構成 

令和 2 年 5 月 1 日現在 

 

社 会 連 携 室

学修・ 教育開発セン タ ー 事 務 室

共 通 教 育 推 進 室

狭 山 保 健 室 事 務 室

事 務 室

ｺ ﾝﾋ ﾟ ｭ ｰﾀ ｼｽﾃﾑ管 理 ｾﾝ ﾀ ｰ 事 務 室

人 事 課

財 務 部 経 理 課

管 財 課

発 注 ・ 検 収 課

内 部 監 査 室 事 務 室

学 園 運 営 室 事 務 室

学 園 本 部 総 務 部 総 務 課

Admi ssi on Of f i ce of
Al l  Academi es

事 務 室

W e b 戦 略 室 事 務 室

理 事 長 理 事 会

大　 学　 院 大 学 院 事 務 室

大 学 アド ミ ッ ショ ン セン タ ー 事 務 室

教 育 支 援 セ ン タ ー 教育・ 研究支援課

評 議 員 会
学 修 支 援 課

学 生 支 援 セ ン タ ー 学 生 支 援 課

キャ リ ア 支援課

監 事
教 員 養 成 教 育 推 進 室 事 務 室

学 務 課

保 健 セ ン タ ー 事 務 室

大 学 図 書 館 事 務 室

狭 山 図 書 館 事 務 室

短 期 大 学 部 博 物 館 事 務 室

狭 山 学 務 部 総 務 課

生 涯 学 習 セ ン タ ー

地域連携推進セ ン タ ー

ﾋ ｭ ｰﾏﾝ ﾗ ｲ ﾌ 支 援 ｾﾝ ﾀ ｰ

事 務 室

事 務 室

産 後 ケ ア 部 門

訪 問 看 護 部 門

かせい 森のク リ ニ ッ ク 事 務 室

ヒ ュ ーマ ン ラ イ フ 支援機構

生 活 科 学 研 究 所

女 性 未 来 研 究 所

産 学 連 携 推 進 室

機 構 運 営 室

グロ ーバル教育セン タ ー

臨 床 相 談 セ ン タ ー

事 務 室
児童発達支援事業所
わ か く さ

ナ ース リ ールーム
（ 事業所内保育所）

事 務 室

かせい 森のお う ち 事 務 室

かせい 森の放課後等
デ イ サ ー ビ ス

事 務 室

附属女子高等学校 事 務 室

附 属 女 子 中 学 校 事 務 室

認 定 こ ど も 園 附 属
み ど り ケ 丘 幼 稚 園

事 務 室
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５ ． 役員・ 評議員・ 教職員の概要 

 

（ １ ） 第 23 期理事会･第 23 期評議員会 

定 数 理事長・ 理事 10 名    

 監事 2 名    

 評議員         22 名～29 名 

【 役員】  

実 数 理事 10 名   （ 令和 2 年 4 月 1 日～令和 2 年 6 月 4 日）  

監事  2 名   （ 令和 2 年 4 月 1 日～令和 2 年 6 月 4 日）  

理 事 長 菅 谷 定 彦 
学校法人渡辺学園理事 

総括、 財務･総務･人事･教学担当 

常務理事 山 本 和 人 
東京家政大学学長･東京家政大学短期大学部学長 

総括、 財務･総務･人事･教学担当 

常務理事 篠 澤 文 雄 

東京家政大学附属女子高等学校･東京家政大学 

附属女子中学校校長 

附属中･高（ 含む給食施設） 担当 

常務理事 笹 井 邦 彦 東京家政大学教授 

常務理事 木 元 幸 一 
総務･人事･AOAAc･CPS 管理・ 教学・ 附属中･高 

（ 含む給食施設） 担当 

常務理事 岩 井 絹 江 

労務･学園運営室･AOAAc･広報･総務補佐･食堂･ 

校外施設･教学･狭山新設学部･幼稚園･ナース 

リ ールーム･かせい森のおう ち･かせい森の放課後 

等デイ サービス担当 

常務理事 岩 田   力 

総務･人事･教学･狭山学務部･狭山新設学部･幼稚園･

ナースリ ールーム･かせい森のおう ち･かせい森の 

放課後等デイ サービス担当 

理  事 森 田 幸 雄 東京家政大学教授 

理  事 大 倉 洋 代 緑窓会 

理  事 加 藤 信 子 緑窓会 

監  事 和 田 義 博 公認会計士  

監  事 長 田 紀久子  
 
 

【 評議員】  

実  数  評議員 29 名 （ 令和 2 年 4 月 1 日～令和 2 年 6 月 4 日）  

寄附行為第 15 条第 1 項第 1 号の評議員 

伊 澤    修 今 留    忍 大 澤    力 折 井  晋 也 

黒石田  紀 文 笹 井  邦 彦 手 嶋  尚 人 藤 森  文 啓 

保 坂  克 二 松 村  道 夫 松 本  寛 子 三浦( 岡安) 正 江 

森 田  幸 雄    
 

寄附行為第 15 条第 1 項第 2 号の評議員 

大 倉  洋 代 加 藤  信 子 久 保  麗 子 近 江  ひろ え 

武 政  明 子 土 田  壽 子 手 塚  道 子 中 里  喜 子 

和 田  み な    
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寄附行為第 15 条第 1 項第 3 号の評議員 

新 井  哲 男 井 上  俊 哉 岩 井  絹 江 岩 田    力 

木 元  幸 一 佐々木  聰 子 森 田  松 子   

 

（ ２ ） 第 24 期理事会･第 24 期評議員会 

定 数 理事長・ 理事 10 名    

 監事 2 名    

 評議員         22 名～29 名 

【 役員】  

実 数 理事 10 名   （ 令和 2 年 6 月 5 日～令和 3 年 3 月 31 日）  

監事  2 名   （ 令和 2 年 6 月 5 日～令和 3 年 3 月 31 日）  

理 事 長 菅 谷 定 彦 
学校法人渡辺学園理事 

総括、 財務･総務･人事･広報担当 

常務理事 山 本 和 人 
東京家政大学学長･東京家政大学短期大学部学長 

総括、 総務･人事･渉外･教学担当 

常務理事 篠 澤 文 雄 

東京家政大学附属女子高等学校･東京家政大学 

附属女子中学校校長 

附属中･高（ 含む給食施設） 、 附属中高改革担当 

常務理事 木 元 幸 一 
財務･人事･AOAAc･Web 戦略室･CPS管理センタ ー・ 附

属中高改革担当 

常務理事 岩 井 絹 江 

労務･学園運営室･AOAAc･広報･総務･人事補佐･食

堂･校外施設･渉外･教学･狭山学務部･幼稚園･ナー

スリ ールーム･かせい森のおう ち･かせい森の放課

後等デイ サービス・ 児童発達支援事業所わかく さ

担当 

常務理事 岩 田   力 

人事･教学･狭山学務部･幼稚園･ナースリ ールーム･

かせい森のおう ち･かせい森の放課後等デイ サービ

ス担当 

理  事 伊 澤  修 東京家政大学職員 

理  事 手 嶋 尚 人 東京家政大学教授 

理  事 大 倉 洋 代 緑窓会 

理  事 近 江 ひ ろ え 緑窓会 

監  事 和 田 義 博 公認会計士  

監  事 長 田 紀久子  
 

私立学校法の一部改正により 学校法人の経営を 担う 役員( 理事・ 監事) の責任を 明確化 

するため、 業務遂行における賠償責任リ スク を 補償するよ う 日本私立大学協会が運営す 

る学校法人向け役員賠償責任保険に加入し た。  

契約概要は、 保険期間： 令和 2 年 4 月 1 日～令和 3 年 4 月 1 日、 記名法人名： 学校法人

渡辺学園、 被保険者： 理事・ 監事・ 評議員・ 執行役員・ 管理職従業員、 社外派遣役員、 退

任役員及び記名法人、 支払限度額： 5 億円などである。  
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【 評議員】  

実  数  評議員 29 名 （ 令和 2 年 6 月 5 日～令和 3 年 3 月 31 日）  

寄附行為第 15 条第 1 項第 1 号の評議員 

秋 庭 慎 夫 伊 澤  修 大 久 保  学 大 澤  力 

大 西 淳 之 黒 石 田 紀 文 小 池  新 手 嶋 尚 人 

野 城 哲 也 走 井 洋 一 花 輪  充 前 田 知 子 

峯 木 眞 知 子    
 

寄附行為第 15 条第 1 項第 2 号の評議員 

浅 井 恭 子 近 江 ひ ろ え 大 倉 洋 代 清 島 誠 子 

土 田 壽 子 寺 西 陽 子 中 野 悦 子 松 本 睦 子 

山 田 民 子    
 

寄附行為第 15 条第 1 項第 3 号の評議員 

岩 井  絹 江 岩 田  力 太 田  洋 岡 安 ( 三 浦 ) 正 江 

木 元 幸 一 保 坂 克 二 松 本 寛 子   

 

 

（ ３ ） 教職員の概要 

令和 2 年 5 月 1 日現在 

区分 法人 大学 短大 高等学校 中学校 幼稚園 ﾅー ｽﾘ  ー 森のおう ち ﾃ゙ ｲｻー ﾋﾞ ｽ わかく さ  計 

教

員 

本

務 
 244 22 43 21 15     344 

兼

務 
 391 23 27 6 1     448 

 計  635 45 69 27 16     792 

職

員 

本

務 
5 228 20 9 2 2 9 11 3 4 293 

兼

務 
0 81 4 8 8 10 5 6 7 1 130 

 
計 5 309 24 17 10 12 14 17 10 5 423 

合 

計 
5 944 69 86 37 28 14 17 10 5 1, 215 

 

教員（ 本務） の平均年齢     47. 0 歳    

 

職員（ 本務） の平均年齢     38. 8 歳    
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６ ． 理事会・ 評議員会等の概要 

 

常 務 理 事 会 11 回 

4/14 5/12 6/9 7/14 9/8 10/13 11/10 

12/8 1/19 2/9 3/9    

臨時常務理事会 1 回 12/15       

理 事 会 11 回 

4/28 5/26 6/23 7/28 9/29 10/27 11/24 

12/22 1/26 2/16 3/23    

臨 時 理 事 会 3 回 6/2 6/5 6/23     

評 議 員 会 2 回 5/26 3/23      

 

＊監事は常務理事会（ 臨時含む） を除く 、 理事会（ 臨時含む） 及び評議員会へ出席し た。 
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Ⅱ． 事業の概要 

１ ．  学校法人の概況 

令和 2( 2020) 年度は、 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大防止のための対応が、 各部門におい

て数多く 実施さ れた。 まず、 令和 2 年 2 月 21 日に学校法人渡辺学園新型コ ロ ナウイ ルス対

策本部を 立ち上げ、 学園 HPにて学内外に随時情報提供を 行っ た。 新型コ ロナウイ ルス対策

と し て①オンラ イ ン授業用貸出ノ ート パソ コ ン購入、②１ 人 5 万円の一時給付、③検温所の

設置などが迅速に実施さ れた。具体的な対策と し て、新型コ ロナウイ ルス感染に関する 政府

や関係省庁の方針を踏まえ徹底し た感染症拡大防止対策を 講じ るため、まず、理事長を 本部

長と し た学校法人渡辺学園新型コ ロナウイ ルス対策本部を 立ち上げ 10 日を目安に会議を 開

催、 活動制限指針･ステージを 確定し その内容を 学園 HPにて公表し た。 さ ら に、 新型コ ロナ

ウイ ルス対策関連の多額の支出が見込まれると し て根本的な構造改革により 10％の経費削

減などに取り 組んだ。具体的な対応と し て①大学・ 短大では対面授業の代わり に実施し たオ

ンラ イ ン 授業用のノ ート パソ コ ン 600 台を 購入し 希望する学生に貸与を 行っ た。 ②緊急給

付と し て中高を含む全学生・ 生徒約 8, 000 人へ 1 人 5 万円の支援金を給付( 4 億円) し た。 ③

大学･短大生、 教職員、 幼稚園園児･保護者及び来訪者などの学園への入構に際し 、板橋校舎

に 2 か所、 狭山校舎には 1 か所の検温所を 設置、 また、 附属中高生においては、 別途昇降口

にサーマルカ メ ラ を設置し 、 体温管理を行っ た。 そのほか、 食堂、 給食室において座席の間

引き やト イ レ ･洗面所に除菌アルコ ールの配備等のウイ ルス感染症拡大防止対策を 行っ た。 

さ ら に、 令和 2 年 10 月には緑窓会（ 卒業生の同窓会組織） から 「 緑窓会・ 新型コ ロナ学生

支援奨学金」 と し て 1 億円の寄付をいただいた。  

また、 令和 2（ 2020） 年度事業計画に基づき 学園が取り 組んだ大き な事業と し て( 1) 創立

140 周年記念建物の基本計画の検討、 ( 2） 改組の検討、 ( 3) 新部署･新施設の設置、 ( 4) 効率

的な施設･設備の更新･改修を 掲げ取組んだ。  

法人と し ては、 ( 1) 創立 140 周年記念建物の基本計画の策定のため、 建設場所や利用目的

等が検討さ れ、 博物館新設と 産学連携の拠点施設と し ての構想が固まり 、 基本設計は令和 3

年度に行う こ と と なっ た。( 3) 新部署･新施設の設置と し て、ヒ ュ ーマンラ イ フ 支援機構が設

置さ れ、 既存の 2 つの研究所と 3 つのセンタ ーが連携･協働し て課題解決に当たる機構が整

備さ れた。 さ ら に、 Web 戦略室が設置さ れ、 ホームページを 中心にし た Web 広報を充実さ せ

学園の知名度アッ フ ﾟ の戦略が検討さ れた。 また、 私立学校法の一部改正に伴い、 学校法人

の経営を 担う 役員( 理事・ 監事) の責任を 明確化し 業務遂行に関する 賠償責任リ スク を 補償

するため日本私立大学協会が運営する学校法人向け役員賠償責任保険に加入、 及び、 令和 2

年度から 令和 6 年度までの中期的な計画を 策定し 、 学園 HP上で公表し た。 令和 2 年度は改

選期にあたり 、 評議員選挙が実施さ れ第 24 期理事会が新たにスタ ート し た。 また、 学長の

任期満了に伴い学長選考についても 実施さ れた。 大学･短大では、 ( 2） 改組の検討と し て令

和 3 年 4 月に栄養学科を 栄養学部へ届出改組、 令和 4 年 4 月に児童学科・ 児童教育学科を

児童学部に、狭山校舎の子ども 学部を 子ども 支援学部にする名称変更の準備を 行っ た。附属

中高では①第四次再建計画の実行②I B（ 国際バカ ロレ ア） 教育の候補校の認定などがなさ れ

た。 また、 収支均衡を 目指すため 2016 年より 第一次再建計画が開始さ れ、 2020 年度におい

て第四次再建計画が実施さ れているこ と 、 加えて中高合わせて入学者が 50 名増加し たこ と

で、 赤字が若干解消さ れた。  

一方、 財政面から 見ると 令和 2 年度は新型コ ロナウイ ルス対策経費と し て、 566 百万円が

新たに生じ たが、感染予防に基づく オンラ イ ン授業への移行や学校行事の自粛・ 縮小に伴う

経費減少、及び構造改革による経費削減により 令和 2 年度決算の事業活動収入は、前年度比

405 百万円増加し 11, 772 百万円と なり 、事業活動支出は、前年度比 286 百万円増加し 11, 336

百万円と なっ た。 こ れにより 、 基本金組入前当年度収支差額は 435 百万円と なり 、 前年度比

118 百万円の収入増加と なっ た。 詳し く は、 本書のⅢ． 財務の概要を 参照さ れたい。  



13 

 

２ ． 主な教育研究活動 

大学・ 大学院・ 短期大学部の概要 

令和元年度末から 急速に拡大し た新型コ ロナウイ ルス（ COVI D-19） による感染拡大の中、

対面授業が困難になり 、 学生、 教職員の大学への登校・ 出勤も 困難であっ た。 本学創立 139

周年と なる令和 2 年度の大学、 大学院、 短期大学部における教育研究活動は、 中期計画に基

づき 、 その初年度と なる令和 2 年度の事業が進めら れるはずであっ たが、 年度内に 2 度の

緊急事態宣言が出さ れる中、 以下のよう であっ た。  

１ ． 教育改革・ 学生の支援 

 １ ） 前期は対面授業を すべてオンラ イ ン授業と し 、 オンラ イ ン 対策チームを 設け、 学生・

教員を サポート し た。対面授業が可能な科目については夏期補講を 行い、後期は対面率

50％を 目指し 、 必要な学科については 2 月・ 3 月に特別授業を対面で実施し 充実を図っ

た。正課外の英語学習サポート も オンラ イ ンで実施し た。オンラ イ ン授業に必要な学生

への対応と し て、 貸し 出し 用のパソ コ ンを 購入・ 貸与し 、 一律 5 万円の奨学金の支給な

どを 行っ た。  

 ２ ） 私立大学等改革総合支援事業のタ イ プ 1・ タ イ プ 3 に申請し たが、 タ イ プ 3 のみ採用   

  さ れた。  

 ３ ） 栄養学部・ 児童学部の改組については、 令和元年度末になり 栄養学部は 1 年、 児童学

部は 2 年届出が延期するこ と と なり 、準備を 進めた。家政学部の更なる改組案は検討で

き なかっ た。  

 ４ ） リ ベラ ルアーツ教育改革特別委員会を発足さ せた。  

 ５ ） 看護学科が認証評価を 受審し た。  

 ６ ） FD・ SDなどの諸活動を オンラ イ ンで行っ た。  

２ ． 研究・ 産学連携 

 １ ） ヒ ュ ーマンラ イ フ 支援機構を開設し 、共同研究や特許等知的財産などの規程の整備や

研究支援事業を 開始し た。  

 ２ ） 東京家政大学総合研究プロジェ ク ト の 3 年目の研究を 行い、 成果を発表し た。  

 ３ ） 共同研究講座を 制度化し た。  

 ４ ） 研究費についての見直し を 行っ た。  

３ ． 地域連携、 生涯学習・ リ カ レ ント 教育 

 １ ） 社会人対象の多様な教育プログラ ムの開発・ 提供を 拡充するため、 生涯学習センタ ー

と 地域連携推進センタ ーを 統合する準備を 進めた。  

 ２ ） 公開講座等の集合学習事業は実施でき なかっ た。  

４ ． ガバナンス改革 

 １ ） 全学運営会議のも と での組織及び規程の検討ができ なかっ た。  

 ２ ） 前年度末に設置し た新型コ ロナウイ ルス対策会議を 定期的に開催し 、状況把握と と も

に必要な学生や教職員等への対策や対応を 検討・ 実行し た。  

 

〔 大学・ 大学院・ 短期大学部〕  

１ ． 家政学部 

家政学部は令和 4 年度 4 月に改組し 栄養学科が栄養学部と し て独立を 予定。令和 5 年度 4

月に児童学科と 児童教育学科が児童学部と し て改組により 独立する こ と を 予定し ており 、

本年度はその為の事前相談等準備を行なっ てき た。現状の 6 学科と し ての各学科の令和 2 年

度事業報告は以下の通り である。  

 児童学科は、 他学科と 同様に、 令和 2 年度はコ ロナウイ ルス感染防止のため、 対応に腐心

し た 1 年であっ た。前期は初めてのオンラ イ ン授業を 円滑に行う ため、学科内に授業対応チ

ームを立ち上げて、教員同士の情報交換や知識共有を 図り 、学生や非常勤講師のサポート に

努めた。 教育実習は期間を 短縮し て実施し 、 保育実習は一部の期間変更はあっ たも のの、感
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染予防対策を 徹底し 、 国の通知や学内ガイ ド ラ イ ン に基づいて予定どおり 実施する こ と が

でき た。  

 児童教育学科は、 小学校教諭養成を 中心に、 特に実践的な授業力の育成を 図るため自ら

省察( リ フ レ ク ショ ン) でき る 能力を育てる新カ リ キュ ラ ムを 展開し 始めて 2 年が経過する。

その中心的な科目である基礎ゼミ ナール、 授業実践演習Ⅰは学科内で研究会を 毎月開き な

がら 授業の効果を 確認し ながら 展開し ている。 次年度の授業実践演習Ⅱの準備も 同様に研

究会にて進めている。また、教員採用試験に向けた個別指導やセミ ナー等を 学科教職員及び

学外より アド バイ ザー、講師を迎えて展開し ている。その効果も あり 多く の学生を 教員と し

て輩出し ている。 令和 3 年 2 月末時点で、 卒業予定の 92 名中、  都県等の小学校教員と し て

59 名( 64％) が正規及び臨時と し て採用さ れ、 臨時任用の連絡待ちの者が 7 名ほどいる。 幼

稚園保育園に就職する者は 6 名( 7％) いる。 なお、 幼稚園課程の事後調査を今年度提出し て

おり 、 令和 3 年 3 月には通知が入る予定である。  

 栄養学科は、 栄養学専攻と 管理栄養士専攻から 構成さ れている。 栄養学専攻ではフ ード

スペシャ リ スト 試験受験資格が取得でき 、今年度の受験者数は 92 人で、合格者数は 89 人、

合格率は 96. 7％であっ た。 管理栄養士専攻は、 176 人が 2 月 28 日の管理栄養士国家試験を

受験し たが、 合格発表日は 3 月 26 日である。 両専攻と も 3 年次に全員が栄養士実力認定試

験を 受験するこ と になっ ていたが、 今年度はコ ロナ感染症の感染防止のために受験を 見送

っ た。 その代わり と し て、 全員に全国栄養士養成協会編の過去問集を 送付し 、 各自で実力養

成に励んでも ら う こ と と し た。  

 服飾美術学科は、 服飾を 科学と フ ァ ッ ショ ン の両面から と ら え、 フ ァ ッ ショ ン・ 教育分

野に貢献でき る人材の育成を 行っ ている。 令和 2 年度は新型コ ロナウイ ルス感染拡大によ

っ て緑苑祭で行っ ているフ ァ ッ ショ ンショ ー「 EVE」 は中止と なっ たが、 卒業研究関連の展

示発表と 口頭発表は入場制限開催またはリ アルタ イ ム型式で行い、 フ ァ ッ ショ ンショ ーは

無観客で開催し た。 東京都北区の連携と 十条銀座商店街の協賛による「 十条コ レク ショ ン・

ハンド メ イ ド ショ ッ プ」 は、卒業研究で製作し た作品を ディ スプレ イ 展示する こ と になっ た。 

環境教育学科では実験科目を 多く 開設し ており 、 コ ロナ禍の令和 2 年度は実験科目の教

育効果の維持に努めるこ と が最も 重要なこ と と なっ た。前期は実験キッ ト の送付、自宅でで

き る実験の工夫、 動画教材などにより 授業を行っ た。 対面が一部可能と なっ た後期は、 実験

室に学生間の距離を確保する と と も に、 シールド を 施し 、 1， 2 年生に対し て実験科目の対

面授業を 行っ た。 3， 4 年生に対し ては各教員が少人数ゼミ ・ 卒研において、 直接またはオ

ンラ イ ン で個別指導し 、 教育の維持を 図っ た。  

 造形表現学科では、 多様な専門領域の講義、 演習、 実習の授業学修を 通し て総合的な表

現力を身に付けて社会に貢献でき る人材の育成を 行っ ている。 加えて授業外では、 10月に

プロジェ ク ト 学修と し て板橋キャ ンパスでアート キャ ンプを 実施し た。 学生が自ら 考え、

企画し 、 主体と なっ て活動を するこ と によっ て構想力や協働力の向上につながっ ている。

今年度はコ ロナ禍の影響で運営や開催形式について様々な観点から 考え直し 、 感染防止と

事業の推進と いう 問題に取り 組み、 問題解決能力を 養う 成果を 上げるこ と ができ た。 ま

た、 2月には、 4年間の学びの集大成と し て学生主導での企画展示である卒業制作展を北区

施設の北と ぴあにて開催し た。  

 

２ ． 人文学部 

人文学部では、新型コ ロナウイ ルス感染症の影響下でオンラ イ ン授業に対応し 、十分な水

準の教育活動を行っ た。 また、 計画し ていた 3 事業について一定の成果をあげた。 第 1 に、

蓄積型自己評価・ フ ィ ード バッ ク web システム（ ASF システム） を用いた「 学生による学習

成果の自己点検・ 評価」 を 各学科の一部の授業で試みた。 第 2 に「 人文学部における教育方

法の改善に関する勉強会」 を 2 回（ 効果的なオンラ イ ン授業実践報告、 ルーブリ ッ ク WS）

開催し た。 第 3 は大学 HPにおける学科ページの充実であり 、 各学科でアピール動画やゼミ

ナール紹介などのコ ンテンツ 作成に取り 組んだ。  
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英語コ ミ ュ ニケーショ ン学科では、新カ リ キュ ラ ムの 2 年目を 迎えて、各分野の概論科目

や観光関連科目などを 充実さ せた。非常勤講師も 含めてオンラ イ ン連絡会等を 実施し 、オン

ラ イ ン授業の中で学生へのき め細かな指導を徹底し た。また、対面でのク ラ ス会を実施し 、

教員・ 学生同士のコ ミ ュ ニケーショ ンの機会を 持っ た。 ニュ ーズレ タ ー「 英コ ミ 通信」 創刊

号や学科紹介ビデオ等を作成し 、 学科の活動や卒業生の声を 積極的に発信し た。  

心理カ ウンセリ ン グ学科では、効果的なオンラ イ ン授業を 実施する ため、非常勤講師を 含

めた授業補助支援体制を整えて教育活動を 行っ た。 また、オンラ イ ン緑苑祭では、 学生主体

で学科の魅力をアピールする 動画を作成・ 配信し た。 学生支援では、 オンラ イ ン によるフ レ

ッ シュ マンセミ ナー、 新入生対象の対面交流会、 教員採用試験対策を実施し 、 大学 HPの学

科ト ピッ ク スの更新も 継続し た。  

教育福祉学科は、 対面・ オン ラ イ ン 形式での資格取得ガイ ダン スや充実し た国家試験対

策・ キャ リ ア支援を 行っ た。 第 32 回社会福祉士国家試験では社会福祉士課程 30 名中 29 名

合格（ 合格率 96. 7％： 私立大学 3 年連続全国 1 位）、 精神保健福祉士課程 3 人中 2 人合格

（ 全国平均合格率以上） と いずれも 優秀な成績を あげた。 また、 オン ラ イ ン緑苑祭では、 学

生が中心と なっ て就活についての講演、 SDGs を 考えるワーク ショ ッ プ、 ビブリ オバト ル、

防災・ 減災の啓発動画作成、 環境学習動画作成等の多様な取り 組みを 行っ た。  

 

３ ． 健康科学部 

日本看護学教育評価機構による看護学科看護学教育プログラ ム評価の実地調査は、 11 月 

9 日、 COVI D-19 感染症の状況を踏まえ、 Web 調査と なっ た。 学生ヒ アリ ングは 6 名、 若手教

員ヒ アリ ングは 8 名が臨んだ。 大学関係者と の意見交換は、 学部長、 学科長、 入試委員、 学

生指導・ 就職支援担当、 事務部長・ 次長が対応し た。 約 1 年に及んだ作業は大変だっ たが、

カ リ キュ ラ ム検討部会を主軸に、 報告書・ 回答書の作成、 根拠資料の準備等、 円滑に遂行で

き た。 結果は、 総合評価「 適合」、 改善勧告「 特になし 」。  

2022 年 4 月入学生から 適用と なるカ リ キュ ラ ム構築は進行中。 6 月上旬までには、 指定

規則改正の変更点を 踏まえ、 看護の将来ビ ジョ ンに対応でき る カ リ キュ ラ ムの完成を 目指

し ている ( 書類提出； 7 月 26 日～30 日) 。  

開学 3 年目のリ ハビリ テーショ ン学科は、 指定規則の改正に伴い新・ 旧 2 本のカ リ キュ

ラ ムが同時進行し ている。 臨床実習が本格的に開始し 、 「 実習調整者」 を中心に、 大学近

郊の臨床実習施設を確保する 活動を展開すると と も に、 臨床実習指導者会議は専攻別に全

てリ モート で開催。 学生指導においては、 実習前には学生の知識技術向上を 目指し 、 昨年

から 導入し た OSCE( 客観的臨床能力試験) を実施し た。  

 

４ ． 子ども 学部 

 令和 2 年度子ども 学部子ども 支援学科は、『 支援を 要する子を 含むすべての子ども の存在

そのも のをまるごと 受け止め、文化や国の違いも 越えた広い視野で子ども を 見つめ、も っ て

生まれた可能性を 広げら れる 保育者養成』 に邁進し た。し かし 、 コ ロ ナ禍対応により 前期は

全てオン ラ イ ン授業、後期から は教職協働の努力に基付き 、多く の学生から の強い要望によ

り「 93％の対面率を確保」 し 、 新カ リ キュ ラ ム展開に沿っ た①特別支援教育科目群（ 教諭免

許取得） ②健康保育科目群（ 医療保育・ 病児病後児対応学修） ③子ども 芸術・ 文化科目群（ 臨

床美術士受験資格取得） 等、様々な創意工夫を凝ら し た授業展開を 実施し 満足度の高い学修

展開が確保出来た。 さ ら に、 教育の質を 高めつつ前年度同様、 就職率 100％を 確保し た。  

 

５ ． 大学院 

家政学研究科と 文学研究科を 改組統合し た人間生活学総合研究科では、 実績ある社会人 

入学者が増えており 、 こ の傾向は今後も 続く と 思われる。 社会人は、 既に実績を 積んでい 

る点でスト レ ート マスタ ーと は異なる資質での入学と なるため、 適切な教育研究指導体 

制を 整えている。大学院に進学するこ と で得ら れる十分な教育を行う ため、大学院進学への
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付加価値と 評価を 高めるよう 努めた。 大学院生の学修継続支援のために、 出産・ 育児休学授

業料減免制度や、 院生と 教員対象のフ ィ ールド ワーク 研究への助成制度も 活用さ れている。

また、本学卒業生および教職員が論文博士の学位を 申請し やすく するため、学位規程を 整備

し た。 さ ら に、 学園の支援により ベスト 論文理事長賞を授ける 栄誉を頂き 、 令和 2 年度は 2

名が受賞し た。  

来年度より リ ハビ リ テーショ ン学科の教員が健康栄養学専攻の実践健康分野に 3 科目を

新設し 、 専門性を 深めるカ リ キュ ラ ムと し た。 こ れに合わせ、 学位の変更も 行っ た。  

 

６ ． 短期大学部 

短期大学部は 2 科で構成さ れている。  

保育科は 2 年間で幼稚園教諭二種免許状、保育士資格を 取得し 、保育者と なる人材を 育成

する学科である。課題と し て取り 組んでき ているシラ バス内容については、全学的取り 組み

により 改善さ れ、 DPと の関連付けも なさ れた。 FD・ SD活動の充実については、 今年度はオ

ンラ イ ン ながら 、 FD・ SD 活動が複数実施さ れた。 また新型コ ロナ対応による急遽のオンラ

イ ン授業にも 、対策チームを 結成し 一丸と なっ て対応し 、目的学科と し ての役割を 果たし て

き た。  

栄養科は、 2 年間で栄養士， 教員免許およびフ ード スペシャ リ スト の資格を取得し 、 多様

化する現代の食環境において適切な指導ができ る人材を 育成し ている。 学修成果の指標と

なるフ ード スペシャ リ スト 資格認定試験の合格率は 92. 6%であっ た。栄養士実力認定試験は、

COVI D-19 感染予防のため実施を 見送っ た。 就職率も 毎年 90%以上と なっ ており 、 18 歳人口

の減少や四大志向の時代にあるが、 現状では入学者も 定員を 確保でき ている。  

 

７ ． 学生確保   

令和3年度入学試験（ 令和2年度実施） ではコ ロナ禍によ る環境変化で、 学生募集の面で大

き な影響を 受ける こ と と なっ た。 学生募集では受験生と 本学を 繋ぐ 主要なチャ ネルである

オープン キャ ン パスが予定通り 実施でき なかっ た上に、 学外での相談会や高等学校でのガ

イ ダンスも すべて中止になっ てし まい、 受験生への情報提供が進まず、 急遽WEBオープンキ

ャ ンパスへ切替えるなどの対応を 図っ た。  

入試においては、 まず総合型選抜で高等学校の一斉休校等によ り 進路指導の不足から エ

ント リ ー者が対前年比で26. 8％減と なっ た。し かし 、募集戦略の変更により 定員増加し た為、

入学手続者は14％増加する結果と なっ た。次に学校推薦型選抜であるが、指定校推薦は前年

比8. 1％増と なっ たが、 公募型のグローアッ プ入試は24. 5％減少し た。 こ の原因も 総合型選

抜同様に高校の一斉休校によ る学力不足の懸念から 指定校や選抜性の低い大学を 志望する

超安全志向によるも のと 推察さ れる。 特に本学は「 質」 を 重視する考え方により 学力試験を

必須と し ている為、 受験生から はハード ルが高い印象があっ たと 思われる。  

一般選抜でも コ ロ ナ禍の影響は大き く 、 統一地区で対前年比90. 1％、 一般1期で92. 1％、

共通テスト 利用選抜においても A・ B両日程で80. 5％と 2割近い減少と なっ た。2月末の時点で

河合塾がまと めた各大学の志願者状況によれば、 本学を含む「 首都圏14女子大学」 で85％と

なっ ており 、本学の88. 7％は平均値よ り 上回っ ているが、他大学においても 志願状況が例年

になく 厳し いこ と が数字の上から も 読み取れる。さ ら に、3月に実施さ れた一般2期では対前

年比53. 9％、 共通テスト 利用選抜C日程は67. 7％と 厳し さ が増し ていっ た。  

最終的には一般選抜・ 共通テスト 利用選抜における 総志願者数は7, 166名と なり 昨年度

（ 8, 515名） の84. 2％にと どまっ た。  

全体的に非常に厳し い結果であるが、内訳を みると 堅調な学科も 存在する。家政学部の栄

養学科は栄養学専攻（ 105. 6％） 、 管理栄養士専攻（ 103. 8％） と も に前年度を 上回り 、 人文

学部の英語コ ミ ュ ニケーショ ン学科も 109. 3％と 志願者は増加し ている。 また、 心理カ ウン

セリ ン グ学科も 98. 3％と 前年並みを 維持し 、 人文学部と し ては98. 2％と こ こ 数年の状況を

維持し ている。また、看護学科も コ ロナ禍の影響が危惧さ れたが、94. 4％と 減少幅は小さ く 、
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健康科学部全体でも 87. 5％と 学部平均（ 85. 3％） を 上回っ ている。  

志願者確保の点で最も 厳し かっ たのが、 児童・ 保育系である。 短大保育科（ 43. 3％） が最

も 厳し く 、 次に児童教育学科（ 51. 9％） 、 児童学科育児支援専攻（ 57. 4％） と 続く 。 学部単

位でも 子ども 学部（ 子ども 支援学科） が67. 8％と 最も 減少し 、 家政学部が82. 3％、 健康科学

部は作業療法学専攻（ 65. 8％） の減少が響き 87. 5％、 そし て人文学部は上記の通り ほぼ前年

並みであっ た。  

他大学の状況も 踏まえれば、 一般選抜およ び共通テスト 利用選抜での受験者数が例年よ

り 大き く 減少し ていると 考えら れる。その要因と し て、先ずは受験生総数が減少し ているこ

と が挙げら れる 。 大学共通テスト の志願者数を みても 昨年よ り 2万2千人以上も 減少し てい

る。次にコ ロナ禍の影響が大き く 受験生マイ ンド を 変化さ せ、受験に対する不安から 超安全

志向に、 さ ら には年内入試へと 志願動向がシフ ト し ていっ たと 考えら れる。 その結果、一人

当たり の受験校数も 減少し ていると 推察さ れる。  

こ う し た環境変化に多く の大学が志願者減にも かかわら ず、 合格者を 例年よ り 多く 出し

ていると の情報も あり 、受験者減少にコ ロナ禍による様々な影響等が加わり 、本年度の入試

環境は大き く 変化し 、 例年と は全く 異なる様相を 呈し ている。  

令和3年度入試の結果を 勘案すると 、 来年度は年内入試への一層の強化が不可欠である。

受験生へのアプローチを今まで以上に早く 、確実に実施するこ と で年内入試（ 総合型選別や

学校推薦型選抜） への志願促進を 図っ ていき たいと 考える。  

  

８ ． 就職活動 

令和4年卒業生から 廃止さ れると さ れていた経団連の就活ルールの前倒し で、 通年採用

と し て早期化さ れていた採用活動が、 緊急事態宣言前の3月に採用広報解禁以前に内定を

出すと いう 形で始まり 、 緊急事態宣言後一時中断するこ と になっ た採用活動により 内定時

期そのも のが後ろ 倒し になり 、 新生活様式と 共に、 大学や学生、 企業に変化を も たら し

た。  

社会や経済の影響を 受けながら の就職活動は、 企業採用だけではなく 専門職採用にも お

よぶため、学生が焦り や不安を増幅する環境と なら ないよ う 、新型コ ロナウイ ルス感染予防

対策のも と 、 オン ラ イ ンによる講座・ セミ ナー、 プロ講師による本番に向けた実践講座、 進

路アド バイ ザーによるオンラ イ ン面談、過去の豊富な実績を学外から も 閲覧可能にし 、前例

のない社会的混乱の中で不安を 抱えながら も 、 就職活動や試験対策の勉強などに励み前進

する 学生のニーズに応える サポート を し た。 学内での連携強化によ る適切な支援と 安定的

に本学学生の採用に結びつく 企業・ 医療・ 保育所等と の信頼関係の構築を さ ら に進めたい。  

 早期に学生の志向・ 意向・ 動向を 把握すると 共に、 各学科・ 科、 キャ リ ア就職委員会、 教

員養成教育推進室、教育支援センタ ー、保健センタ ー等、キャ リ ア支援課及び狭山学務課が、

全学連携による 個々の学生のおかれている 背景を も 踏まえ多岐にわたる 支援を 実施し 、 学

科・ 科の専門性や要望、 専門職関連の個人相談の充実や看護職を含めた OGの活用による支

援プログラ ムを展開し た。  

 また、 人事担当者等による業界・ 企業研究セミ ナー、 女性のキャ リ アデザイ ン、 面接講座

など支援内容に合わせた形態で実施し た。 学内企業セミ ナーは実施時期を早め 12 月下旬か

ら 開始し た。2 月のセミ ナーは新型コ ロナウイ ルスの感染対策のためオンラ イ ン へ全面的に

切り 替えた開催と し たが、 前年より 多い述べ 5, 406 名の学生が参加し 積極的に情報収集す

る動き がみら れた。4 月に追加説明会を 開催する などし て採用先と の関係のパイ プの強化に

繋げると と も に、 学修成果に関する 情報の示し 方等について学生の就職先等と の協議を 続

けたい。  

 

９ ． 教育研究の充実 

１ ） 教育支援セン タ ー 

教育の質保証のための単位の実質化（ CAP 制導入）、 授業科目のスリ ム化（ 専門教育・
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共通教育カ リ キュ ラ ム改訂） 2 年目と なる令和 2（ 2020） 年度は、 COVI D-19 感染症パンデ

ミ ッ ク による原則オンラ イ ン授業と なっ た。オリ エンテーショ ン、履修登録ほか学生支援、

教員の研究推進支援の各業務を、 感染防止のため WEB中心で行い、 後期、 実験・ 実習等の

一部対面授業実施のための教室定員 1/2 調整等感染対策を 実施し 、教育・ 研究の維持充実

に努めた。  

 

２ ） 学生支援セン タ ー（ 学生支援課）  

建学の精神である「 自主自律」 の実践を促進するため、 組織間の連携のも と 、 以下の学   

生支援を 実施し た。 ①「 高等教育の修学支援新制度」 を 始め、 コ ロナ禍における緊急の奨  

学金と し て、 国の「「 学びの継続」 のための『 学生支援緊急給付金』」、 日本学生支援機構 

「 新型コ ロナウイ ルス感染症対策助成金」、 同窓会「 緑窓会・ 新型コ ロ ナ対応学生支援 

奨学金」、 また、 学園の「 新型コ ロナウイ ルス感染症に伴い経済的支援が必要な学生への 

特別支援奨学金」 等、経済的支援②対面での活動の中止に伴う 正課外活動のオンラ イ ンの 

推進、 活動再開時における 感染対策指導等活動支援③障がいのある学生が円滑な学生生 

活を 送るための支援④対面での教養講座等の中止に替わる オンラ イ ンによる企画実施に 

よる大学に来る機会の少なかっ た学生に対する社会性、 人間性の醸成の場の提供⑤学生 

生活における感染防止の徹底に関連し た注意喚起。  

 

３ ） 学修・ 教育開発センタ ー 

オンラ イ ン授業に対応するため、 全科目に教育支援システム manaba コ ースを 設定する 

と と も に、オンラ イ ン授業で利用するツールの操作方法等に関する 教職員・ 学生から の問 

合せ対応を行っ た。 主体的学びの姿勢の獲得を ねら いと し たスタ ート アッ プセミ ナー自 

主自律については、継続し て授業の実施を 支え内容改善に取組んだ。 また、 各種アンケー 

ト やアセスメ ント テスト の結果等をも と に作成し た I R情報を 各学科・ 科の自己点検・ 評 

価活動のエビデン スと し て提供し た。  

 

４ ） 狭山学務部 

①令和 2 年度は、『 科学研究費使用におけるハンド ブッ ク 』 を 大幅に改訂し 、 学園規程 

と の関連性や学内ルールの周知徹底を 図っ た。 また、 申請書類の一部様式を 改訂し 、 事 

務処理の効率化を 推進し た。 研究支援体制をよ り 強化するため、 manaba を 利用し た科 

研費申請支援策を 実行し 、 効果的な体制整備を 推進し た。 なお、 健康科学部・ 子ども 学 

部の令和 2 年度科研費受給者は、 代表者 15 件、 分担者 17 件であり 、 令和 3 年度科研費 

への応募は 21 件であっ た。  

②看護学科は、 一般財団法人日本看護学教育評価機構の分野別評価である看護学教育 

評価を 受審し 、「 適合」 の評価結果を受けた。  

③COVI D-19 対策と し て、 前期は全てメ ディ ア( オンラ イ ン) 授業と なり 、 後期の一部対 

面授業については時間割を 組み換え、 使用校舎の大別や受講者数が教室定員の 50％以 

内になるよう 教室を再配当し 、 校内密集を 避けるこ と に努めた。  

また、来年度に向け新入生ガイ ダンスの実施方法を 見直し 、説明動画を作成する等対策 

を 講じ た。  

④新型コ ロナウイ ルスによる収入減少等で学修の機会が奪われるこ と がないよう 、「 新 

型コ ロナウイ ルス感染症に伴う 特別奨学金」、「 緑窓会・ 新型コ ロ ナ対応学生支援奨学金」 

の給付型奨学金制度を 創設し 、 奨学金を支給し た。  

また、狭山緑苑祭や各種教養講座を オンラ イ ンで開催し 、多く の学生が参加し 好評を 得 

ている。  

⑤リ ハビリ テーショ ン学科生の就職支援は、 学科の担当教員と 連携し てその体系化を 

進めた。 また、 就職活動を間近に控える学生を対象に個人面談を 実施し 、 進路希望先を 

正確に把握し 、 支援策を 具体化するこ と ができ た。  
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10． 共通教育の充実 

新・ 旧カ リ キュ ラ ムの併走 2 年目と なる今年度は， COVI D-19 感染症拡大防止の対策と し

て， コ ア科目の中心である自校教育「 スタ ート アッ プセミ ナー自主自律」 を はじ め全科目の

オンラ イ ン実施に切り 換えた。全学的なオンラ イ ン授業の体制を整えるにあたり ，先行し て

共通教育をオンラ イ ン形式で実施するこ と を決定し ，各学科・ 科およ び他部署と の連携のも

と 滞り なく 共通教育科目の学修支援を 実施でき た。  

 

11.  教員養成教育の充実 

本年度も 平成 31／令和元年度施行の教職課程を 維持するこ と を 取り 組んでき たが， その

一環と し て， 児童教育学科の幼稚園教諭養成課程について事後調査の対応届の提出及び文

部科学省による完了報告を 受けるに至っ た。また，全学的な視点から 組織的に教員養成教育

の充実を 図るために，次年度から 教員養成教育推進室を教職センタ ーへと 改組し ，その役割

と 職責を 明確にするこ と と なっ た。  

 

12． 附置施設・ 機関 

１ ） 図書館 

本年度は新型コ ロナウイ ルス対策に終始し た。 学術情報基盤形成（ 図書・ 雑誌・ 電子資 

料等の収集） はコ ロナ禍でも 通常通り に行っ た。中でも 学外から 利用でき る 電子資料は図 

書館ホームページト ッ プページにわかり やすいナビゲート を設け、追加提供し た。学生向 

け郵送サービス（ 本学所蔵図書、 雑誌論文のコ ピー） を 通年実施し た。 学術情報リ テラ シ 

ー教育支援の授業支援はオンラ イ ン授業対応を し た。 manaba 上においても 「 文献の探し  

方」 の動画を掲載し 、 常時閲覧でき るよう にし た。 改正著作権法第 35 条による「 授業目 

的公衆送信補償金制度」 対応を 行っ た。 後期より 感染防止対策を 施し 、 短縮開館と し た。  

学生協働活動では令和元年度 Li br ar y Mat es は「 第 22 回図書館総合展_ オンラ イ ン」 で 

実施さ れた「 第 5 回全国学生協働サミ ッ ト 」、 令和 2 年度 Sayama Book Fr i ends は「 狭山 

緑苑祭オンラ イ ン 開催」 にそれぞれ参加し た。 ラ ーニングコ モンズ活動は休止し た。  

 

２ ） 博物館 

2020 年度は博物館新規プロジェ ク ト と し て、 収蔵品管理システムを 導入、 収蔵品収集 

計画の策定、収蔵品調査研究のための基本計画策定と 実施、収蔵品のデジタ ルアーカ イ ブ 

化を 5 ヶ 年計画でスタ ート し た。また、自校史研究を 博物館の主たる事業と し てと ら え、  

昭和中期以降の卒業生にアンケート 調査を 実施し 、 その集計結果を と り まと めている。  

展示と し ては、春の企画展は、新型コ ロナウイ ルス感染症拡大の影響で次年度に延期。  

秋の特別企画展は、「 き も のと 色－藍と 紅（ く れない） を 中心に－」 と いう テーマで、 日 

本文化においても 欠かせない藍と 紅花を中心に、 かさ ねの色目や黄櫨染（ こ う ろ ぜん） と  

いっ た宮中にまつわる色彩などを 、 色彩文化と 染色科学の観点から 紹介し た。 また、 秋の 

企画展については、 学内限定と し たので、 初めて動画配信を行い公開性を強化し た。  

 

３ ） 保健センタ ー 

保健センタ ーでは、学生の健康について心身両面から の支援を 行っ ている。保健室では 

健康診断結果に基づく 保健管理、 体調不良などの健康相談および医療機関の紹介を 行な 

い、学生相談室ではカ ウンセリ ングや関連部署・ 各学科と 連携し ながら 学生生活支援を 行 

っ た。今年度は新型コ ロナウイ ルス感染症対策と し て、従来の休養室と は別に 3 密を 十分 

に避けた別室を用意し 、カ ウンセリ ングや精神科相談・ 婦人科相談は原則電話相談に切り  

替え、必要な場合は感染症対策に十分配慮し ながら 対面での相談にも 応じ た。またホーム 

ページに感染症に関する記事を情報提供し 、心配な学生については関連部署・ 各学科と 情 

報共有し 協働し ながら 学生の相談にあたっ た。さ ら に、学生相談室を 利用し た学生を 対象 

に、 Webex を 利用し たグループワーク を 実施し 、 学生同士のつながり が持てる場を提供し  
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た。  

教職員の健康管理については、 健診後の保健管理・ 保健指導、 スト レ スチェ ッ ク 等のメ  

 ンタ ルヘルス支援を 行い、 必要に応じ て産業医面談や職場の環境調整につなげた。  

次年度はオンラ イ ンでの活動について、 情報提供を 含めさ ら に充実を図る予定である。 

 

４ ） 狭山保健室 

前期は、学園休業のため入構制限と なっ た。そのため証明書発行申請を メ ールで受付し  

郵送を 行っ た。 また、 ポータ ルで保健だより の配信や電話対応を 行っ た。 定期健康診断は 

9 月に 5 日間に分けて実施し た。 受診でき なかっ た学生に対し ては、 外部医療機関で受診 

するなど環境を整えた。 その結果 97％の受診率だっ た。 有所見者に対し ては、 保健室長 

が診察を 行い、 医療機関を 受診し た学生も いた。 教職員に対し ては、 人間ド ッ ク 以外の健 

診や学内健診も 可能と し 、 受診率 100％の結果を維持し ている。 健康・ 衛生管理委員会、 

保健室運営委員会は感染予防のためメ ール審議での開催と し た。  

 

５ ） 生活科学研究所 

令和 2 年 4 月に設置さ れた「 ヒ ュ ーマンラ イ フ 支援機構」 を構成する一研究所と し て 

他のセンタ ー・ 研究所と 連携・ 協力を 図り ながら 事業をすすめた。 具体的には、 大学生 

に向けた起業セミ ナーをオンラ イ ン配信で開催し た。 総合研究プロジェ ク ト ・ 自主研究 

の合計 17 件の研究を 支援し た。 全国高校生を対象と し た「 生活をテーマと する 研究・  

作品コ ンク ール」 を開催し た。 研究生 1 名が担当教員の指導下で研究を 行っ た。 産学官 

連携事業の推進、 研究報告書刊行を行っ た。  

 

６ ） 女性未来研究所 

第Ⅲ期の 1 年目と なり 、 4 つの研究プロジェ ク ト を中心と し て活動を 開始し たが、 新型 

コ ロナウイ ルスの影響によ り 、研究活動に少なから ず支障をき たし た。予定し ていた共催 

事業や緑窓会と の協働についてはやむなく 開催中止と なっ たも のも ある。 し かし 、 板橋 

区・ 北区と の 3 者共催事業は、 対面ではなく オンラ イ ンでの講座開催と なり 、 受講者には 

概ね好評だっ た。 また、 当研究所のホームページ更新を 行い、 来年度以降の広報活動に活 

かし ていき たい。  

 

７ ） グローバル教育センタ ー 

特任講師が採用さ れ、正課・ 正課外含め共通教育科目内の英語教育の新体制が徐々に整 

いつつある。 新型コ ロナウイ ルス感染症の影響で国内外の移動を伴う 研修が全て中止と  

なっ たが、春期休業中にはマッ セイ 大学と 共催で、学生間の交流を 中心と し た研修と 例年 

実施し ている専門研修の 2 つをオンラ イ ンで実施し た。また、学生が海外への興味を 失わ 

ぬよう 、 海外で働いている 卒業生や留学経験者と 交流を持つと いう オンラ イ ンイ ベント  

も 急遽実施し た。英語学習サポート は前期は全て中止と なっ たが、後期から はキャ ンパス 

英会話と 特任講師による英会話相談を 実施し た。 国際交流行事は留学生カ フ ェ を オンラ  

イ ンで実施し 、 留学生と 日本人学生の交流を図っ た。  

 

８ ） 生涯学習セン タ ー 

コ ロナウイ ルスの感染拡大防止の観点により 、 一般向け「 公開講座」 は前期・ 後期と も  

「 中止」 し た。 学生対象「 公務員講座」 は前期より Web にて 16 講座、 面接・ 集団討論対 

策講座は対面式（ コ ロナ対策実施）、 模擬試験は自宅受験にて実施し た。 学生対象「 キャ  

リ ア支援・ 資格取得対策講座」 前期は「 中止」 と し たが、 後期は Web にて 4 講座を 開講 

し 、「 PCスキル UPパッ ケージ講座（ 12 講座）」 が注目さ れた。 次年度地域連携推進センタ  

ーと の統合により 予算の擦り 合わせ、受講料のコ ンビニ支払い導入に着手し た。次年度の 

一般向け前期公開講座は狭山校舎も 併せて準備を 開始し た。  
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９ ） 臨床相談セン タ ー 

地域に開かれた臨床心理の相談機関と し て、 臨床心理士資格認定、 国家資格の公認心 

理師の実習機関と し て事業計画に基づき 活動を 行っ た。 コ ロナ禍の対応と し て、 感染予 

防に最善の留意を し 、 電話・ オンラ イ ン相談を 実施（ 無料実施を経て現在は有料） し 、  

継続中である。 発達障害を 持つ子ども への学習支援・ SST は、 要望が強く 、 感染予防の 

ため集団ではなく 個別での対応に切り 替えて実施し た。 大学院生実習は、 学園の方針 

に基づき 休止中は、 教員・ 相談員によ るオンラ イ ン実習を 行い、 SST 等の実践に役立つ 

結果と なっ た。 その他と し て、 ニュ ーヨ ーク 在住の講師 2 名によるオンラ イ ン講習会を 

開催、 学内外 60 名ほど出席し た。  

 

10） 地域連携推進センタ ー 

令和 2 年 4 月に設置さ れた「 ヒ ュ ーマンラ イ フ 支援機構」 を構成するセンタ ーと し  

て、 他のセンタ ー・ 研究所と 連携・ 協力を 図り ながら 事業をすすめた。 今回は、 新型コ  

ロナウイ ルス感染症拡大防止対策のため、 今年度予定し ていた本学の教育と 研究の特色 

を 活かし た公開講座、 研修会、 子ども 大学さ やま・ いるま等の事業は、 全て中止と なっ  

た。 また、 地域課題に向けた調査研究事業は、 測定中止のため報告書作成は 1 年延期と  

なっ た。 生涯学習支援事業と いう 領域を一にする生涯学習センタ ーと 地域連携推進セン 

タ ーの令和 3 年 4 月 1 日から の統合に伴い、 事業・ 体制の見直し を 実施し 予算削減等の 

効率化を 図れた。 埼玉東上地域大学教育プラ ッ ト フ ォ ーム【 TJUP】 の会員校と し て、 他 

大学・ 自治体・ 企業等と の連携協力の取組み等、 多様なオンラ イ ン事業参加による推進 

活動を 実施し た。  

 

11） ヒ ュ ーマンラ イ フ 支援センタ ー 

令和 2 年 4 月に設置さ れた「 ヒ ュ ーマンラ イ フ 支援機構」 を構成する一セン タ ーと し  

 て他のセンタ ー・ 研究所と 連携・ 協力を 図り ながら 事業を すすめた。 具体的には、 食育 

動画の制作、 農林水産省と のワーク ラ イ フ バラ ンス i n 農業女子プロジェ ク ト における 

「 職業と し ての農業を 考えるためのセミ ナー」 オンラ イ ン 開催、 水産省委託事業「 海産 

物のレ シピ開発」 、 昭和産業グループと の連携事業、 味の素株式会社の企画への協力、  

企業と のレシピ開発事業、 北区と の連携事業、 板橋区地域子育て支援拠点事業「 森のサ 

ロン」 の運営など、 コ ロナ禍でも 活動でき る方法を 模索し ながら 前年度から の取組みを 

継続し つつ、 学生活動の発信支援に努めた。  

 

12） かせい森のク リ ニッ ク  

かせい森のク リ ニッ ク は、 小児・ アレ ルギー科と 小児神経内科( 発達障害) の診療( 診 

療科各科 2 名) を 月曜日午後に行っ てき たが、 それに加え、 内科、 循環器内科の診療を 

火曜日午後に行っ ている。 患者総数( 令和 3 年度 3 月末までの見込み) は 146 名、 う ち 初 

診数 58 名、 再診数 88 名であっ た。 小児神経内科は初診時に診断と 診療方針を 示し 、 継 

続診療はかかり つけ医も し く は近隣の専門医へ再紹介し ている。 アレ ルギー疾患につい 

ては、 食物アレルギー負荷検査を 24 件行っ た。 開院以来の初診患者の約 2／3 が継続診 

療と なっ ている。 両科と も 通常の外来診療と 異なり 、 十分に時間を かけた診療を 行っ て 

いる。 内科、 循環器内科は大学の教職員や学生も 対象と し た診療を 行っ た。  

平成 28 年度から 始まっ た子ども 支援学科学生の見学実習は、 今年度は 5 名を 受け

た。  

上記の患者総数の減少及び学生実習参加数の減少は、 新型コ ロナウイ ルス感染症流行 

の影響である。  
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13． 教員・ 職員の協働活動 

教職協働のベースと なる要件について、 他大学の状況等を 調べた結果、 理事会の構成、学

長選考への職員関与方法など、解決し なければなら ない課題があるこ と が分かり 、今後検討

を 開始するこ と し た。  

14． 渡邉辰五郎賞 

令和元年度の渡邉辰五郎奨励賞受賞、 高祖常子氏（「 にっ ぽん子育て応援団」 において多

く の団体のコ ーディ ネータ ー役と し て活動し 、リ ーダーシッ プを発揮し ている） の記念講演

と 贈賞式を令和 2 年 5 月 8 日（ 金） に実施予定であっ たが、 コ ロナ禍のため、 延期と なり 、

今年度末に規模を 縮小し て実施し た。  

 

15． 学園貢献賞 

 ほめて育てる教育の推進の一環と し て平成 28 年度新設さ れた。 令和 2 年度は、 理事長賞

1 団体、 理事長特別賞 1 個人、 学長賞 1 団体、 学長特別賞 1 団体、 校長賞 1 個人、 苫米地善

行賞 1 個人が受賞し 、 令和 2 年 2 月 16 日に授賞式を 行っ た。  

また、 大学院ベスト 論文理事長賞は 2 名が受賞し 、 令和 3 年 3 月 18 日授賞式を行っ た。 

 

〔 中学校・ 高等学校〕  

財政再建と 学校改革の推進 

令和 2 年度も 理事会が示し た更なる教員と 非常勤講師の削減、 教管費削減と いう 第四次

再建計画に取り 組んだ。 人件費と 教管費比率の高さ が本校の経常収支の赤字の原因と なっ

ている。 特に、 入学者減少が財務状況悪化に拍車を かけている。 そのため、 今年度も 2019

年 9 月に策定し た「 附属中学校高等学校改革の基本方針」 に基づき 、 前年度に引き 続き財政

再建と その中心の生徒募集に取り 組んだ。  

財政再建と し ては、第四次再建計画に基づき 、教員の削減や経費節減に努めると と も に、

聖域なき 構造的改革に対応し た経費削減にも 努めた。生徒募集では、広報戦略を 見直し て、

少子化の中での生徒確保に向け選ばれる 学校と なる ために学校方針を 明確に伝える 工夫を

し たり 、 学校説明会や塾訪問を 見直し て、 学校の教育内容を伝え、 単願者を 増やすなどの募

集方法の改善に取り 組んだ。 併せて、 入試・ 広報にも つながる魅力ある学校づく り と し て、

グロ ーバル社会に対応する 能力の育成を 図る英語プレ ゼン 力育成講座やオン ラ イ ン 英会話

などの新し いプログラ ムを 導入し たり 、主体的・ 探究的な学びを 取り 入れた授業改善にも 取

り 組むなどの学校改革に取り 組んだ。  

特に、 生徒募集では、 新型コ ロナウイ ルス感染症の感染拡大の中、 前半は動画作成やオン

ラ イ ンを 活用し た説明会に取り 組んだ。 10 月から 対面による説明会が実施でき るよう にな

ると 、中学校や塾訪問において広報エリ アを広げたり 、関係性を 重視する訪問を行う など、

新規開拓に向けた取り 組みを 行っ た。校内学校説明会も 受験生・ 保護者の視点に立っ て毎回

内容を変えたり 、本校の魅力と し て教育内容を 伝えるなど、リ ピータ ー対策や学校の中身が

受験生や保護者に伝わるよう 工夫・ 改善し た。  

再建のも う 一つの柱である 学校改革は、 その中心に授業改革を 位置づけ、 中学で I B( 国際

バカ ロレ ア) 教育導入をはじ め、 中高での探究的な学びの導入と し て「 総合探究」 を 全学年

で実施するなど、 新たな教育を 導入し た。 一方で、引き 続き 学力向上と 進路実績向上にも 取

り 組み、模試や到達度テスト を教科指導で活用し たり 、放課後の予備校特別講習を 導入する

など、「 KASEI なら ではの学び」 の構築をコ ンセプト と し て学校改革を進めた。  

 

１ ． 学力向上の実現 

学力向上は本校の学校改革の基本である。 中高と も 補習・ 講習・ 進路補習を充実すると と

も に、 全教科での授業研究を 継続し 、 教科内の授業改善は継続し た。 さ ら に、 本年度は予備

校講師による通年補習と し て高 3 学年対象の特別講習、高 1• 2 学年対象の特別講座( 英• 国) 、

夏期講習を実施、 コ ロナ禍の中、 オンラ イ ン受講も 可能にし 、 生徒の意欲の向上を 図っ た。
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その他、 中学の火曜日・ E ク ラ ス補習の他、 中高の学期末の補習・ 講習はコ ロ ナ禍で部分実

施になっ たが、 可能な限り 実施し た。 自習室はコ ロナのためほと んど開室でき なかっ た。  

新たに中学で導入し た I B( 国際バカ ロレア) 教育は、 毎月１ 回全教員参加によ るワーク シ

ョ ッ プを 実施し 、 中高の垣根を越えて共通理解を 深めた。 以下は今年度の取組である。  

１ )  授業時間の確保 

生徒の学力向上に向け前年度に続き 自宅学習日を削減し 、 効率的な授業に取り 組んだ。 

２ )  授業の質の向上への取り 組み 

①各教科で目標を 設定し て、 学力向上に向け授業改善に取り 組んだ。  

②探究委員会を 中心に「 総合探究」 と 各教科の指導を調整し 、探究学習の定着を図っ た。  

③各教科で模試等の結果を 活用し 授業に反映さ せ、 生徒の基礎力• 応用力定着を 図っ た。 

④校長を はじ めと し て管理職で授業観察を 実施し 、 教員の授業力向上に取り 組んだ。  

 

２ ． 統一的な進路指導による 進学実績の向上への取り 組み 

進路指導部を 中心に学年･教科が連携する組織的進路指導で昨年比で進学実績が向上し

た。   

１ ) 各学年と も 、 面接を 通し て進路指導と キャ リ ア教育の視点から 進路指導を 実施し た。 

２ ) 数値目標( GMARCH20 名) を 立て進路指導に当たっ たが、 達成率は 55％だっ た。  

３ ) 生徒の進路意識を 高めるため、東京家政大学を軸に、高大連携を積極的に進めるこ と  

を 計画し た。  

４ ) 予備校講師特別講習を 通年開催し 、 外部進学を希望する生徒の学力と 意欲を 高めた。 

５ ) キャ リ ア教育( ヴァ ンサンカ ンプラ ン) を「 総合探求」 に組み込み、 進路指導を体系 

化し た。  

 

３ ． I B教育と グローバル教育の推進 

１ ) I B教育 MYP候補校と し て中 1 から 実施し たが、 多く の課題が出てき て、 次年度と 今 

後に向け、 認定に向けたスケジュ ールを含めた軌道修正が必要になっ てき ている。  

２ ) 短期海外語学研修はコ ロナ禍のため実施でき なかっ たが、 代わり に導入し たオン ラ  

イ ン英会話（ セブ島のネイ ティ ブ講師） に 90 名を超える受講者が集まり 実施でき た。  

その他、 英検、 GTECの英語検定についても 、 受験指導を行っ て予定通り 実施し た。  

３ ) 英語 4 技能強化と グローバル社会に対応する能力の育成と し て今年度導入し た英語 

プレ ゼン力育成講座も コ ロナ禍のため時期を変更するなど感染防止策を 講じ ながら 実 

施し たが、 生徒の評価は高く 効果的に実施でき た。 来年度も 継続する予定である。  

４ ) 帰国子女入試で 1 名受け入れた。 I B教育に向け、 さ ら なる受け入れを 検討し たい。  

 

４ ． PDCAサイ ク ルによる学校運営の定着 

１ ) 学年と 校務に分かれている学校組織を協働的な組織と するため、 組織の一体化を 進 

め、 学年に所属し ながら 校務も 担当する校務分掌編成を導入し た。  

２ ) 学校評価アン ケート の項目と 実施方法を 見直し 、生徒、保護者の評価項目を 一致さ せ、

より 実態にそっ た評価と なるよう 改善し た。  

３ ) 学校評価委員会を 設置し 、 PDCA による内部評価について外部評価委員から の評価と

提言を も ら う 予定であっ たが、 学校評価アンケート のみの実施と なり 、 PDCAによる学校

評価マネジメ ント が導入でき なかっ た。 評価システムは、 効率的な学校運営のためには

必要であるので、 学校評価システムの導入については次年度以降の課題と し たい。  

 

５ ． 入試・ 広報活動の充実 

１ ） 入試委員会をと おし て入学者減の原因を 分析し 、 他校の入試対策も 参考に説明会の        

見直し を 図っ たが、 コ ロナ禍によ り 外部相談会が中止になっ たため、 学内説明会への誘

導が困難と なり 、 説明会参加者を 増やすこ と ができ ず、 結果的に入学者も 減少し た。  
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２ ） コ ロナ禍で対面での説明会の実施が制約さ れたので、 急遽オンラ イ ンでの説明会へ 

の対応と ネッ ト を 活用し た広報へシフ ト せざる を得なかっ たが、ネッ ト を活用し た広報

も HP や一部のツールに限定さ れて、 ネッ ト 活用による効果的な広報が十分行えなかっ

た。  

３ ） 全教職員で入試・ 広報活動を 行う 体制はできたが業務の偏り がある。 教員から 改善 

要望が出ているので、 労務管理を 含めて次年度に向け改善が必要である。  

４ ） 大学附属のメ リ ッ ト を 生かすため東京家政大学と の高大連携を 進める予定であっ   

たが、 コ ロナ禍のため学部説明会での大学の先生と 本校教職員、 大学生と 附属生徒の相

互交流は進路の一部での活用にと どまっ てし まっ た。  

５ ） 懸案であっ た東京家政大学への内部推薦併願制度について、 学長のリ ーダーシッ プ 

も あり 、来年度から の導入に向け理事会の承認を 得た。現在、実施要項を 作成中である 。  

 

６ ． 財政基盤の確立に向けての取り 組み 

１ ） コ ロナ対策と 聖域なき 構造改革に基づき 、10%の大幅な経費削減に取り 組み実行し た。 

２ ） 第四次再建計画に基づいて入学者目標（ 高 306 名、 中 81 名） に向け努力すると と   

も に、 優遇退職制度による教員削減に取り 組んだが、 目標は達成でき なかっ た。  

 

７ ． 3 つの学力要素の育成と 2020 年度入試改革及び新学習指導要領への対応 

１ ） 本校の建学の精神と 教育目標、 学習指導要領に基づき キ－コ ン ピテンシーを策定 

し てルーブリ ッ ク を作成する 予定であっ たが策定でき なかっ た。  

２ ） 教科横断によるカ リ キュ ラ ムマネジメ ント を行い、 複数の教科で I B教育による         

学際的な授業を 実施する予定であっ たが実施でき なかっ た。  

３ ） 2022 年度の高校での新学習指導要領の実施を念頭に、 高校のカ リ キュ ラ ム編成の検

討を 行っ た。 コ ース制導入など基本的な方向性は決まっ たが、 I B の MYP4 年実施と の接

続を めぐ っ て、 調整が必要になっ てき たが、 2025 年度の大学入試改革を 考えると 2022

年度から の導入が必須であるので、 2021 年度初めの策定が必要である。  

 

〔 幼稚園〕  

１ ． 認定こ ども 園の運営の安定化 

１ ）  子ども も 保護者も 安心し て通える園づく り  ： こ ども 園開園 2 年目を 迎えたが、 新型

コ ロ ナウイ ルス感染症の影響により 臨時休園期間や分散登園など、 こ れまでに経験のな

い日々を 過ごすこ と と なっ た。感染への不安を でき る限り 軽減でき るよう 、園内の衛生管

理の徹底や家庭と の連携を 密にと るよ う に努めた。また、各種行事の実施が困難と なっ た

ため、 コ ロナ禍においても 教育的意図を達成できる行事の在り 方を 模索し 実施し てき た。

制限は多い中ではあっ たが、 保護者と 一体と なり 、 感染に最大限注意し ながら 、 子ども た

ちの楽し く 充実し た園生活を 保障する こ と ができ た。  

２ ） みどり ケ丘幼稚園の魅力を伝える ：  毎週末に保護者に配信する各担任から のク ラ

スの様子が、保育の理解を 深める一助と なり 、参観等が中止と なっ たも のの保護者は穏や

かに現状を受け入れ、園を支えてく ださ っ た。また、地域の子育て家庭から の期待は高く 、

次年度入園希望 3 歳児は応募者多数と なり 、 抽選と なっ た。 一方、 4 歳児の応募は、 1 号

認定 2 号認定と も に定員に満たなかっ た。 2 年保育のニーズのある方への PR が課題であ

る。  

３ ） 業務内容の見直し  ：  保育、 給食調理と も に職員の人員不足が常態化し 、 教職員への

負担が増加し た。 また、 消毒等のコ ロナ対応も 加わり 、 業務改善や保育の質向上を目指す

ゆと り がなく 、教職員の残業時間は増加し ている。人員不足が解消さ れるよ う 対策を 考え

る必要がある。  

２ . 学内乳幼児施設と の連携強化 

１ ） ナースリ ールーム等と の連携 ： 土曜の合同保育等において、 より 意図性のある 保育
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者交流を 実施し てきた。 また、 その実践を 保育者間で振り 返り 、 成果と 課題を まと めると

と も に、「 保育連携」 をテーマに合同で研究に取り 組んだ。（ 保育学会発表予定）  

 他の乳幼児施設と は、感染予防の観点から 交流の機会を 自粛せざるを なかっ た。今後コ

ロナ禍における連携の在り 方を模索し たい。  

２ ） 幼児教育を 学ぶ学生と の互恵性のある関わり  ：  感染対策と し て部外者の園内への立

ち入り を 制限する 中で、 自校附属園実習、 教育実習などを 受け入れ、 学生の保育を 学ぶ機

会を でき る限り 保障し てき た。  

   

〔 ナースリ ールーム〕  

１ ． 新型コ ロナウイ ルス感染症感染拡大により 、 4. 5 月は緊急事態宣言下にあっ たが、 医療 

従事者、イ ンフ ラ に関わる 仕事を 持つ家庭の子ども の保育を行う ため、殆ど休室するこ と な

く 保育を 行っ た。 社会における保育の必要性を 改めて認識する機会と なっ た。  

２ ． 行事についての再検討を 行い、 目的・ 内容について保護者と 共有し ながら 、 現状を 鑑み 

た形での行事を実施し ていく こ と が出来た。  

３ ． 連携園である附属みどり ケ丘幼稚園と 合同研究を スタ ート さ せた。 0 歳から 就学前まで 

の保育教育の場と し ての様々な可能性を 広げていく ための研究の土台を 作る こ と が出来た。 

４ ． 新型コ ロナウイ ルス感染症感染拡大のため、 児童学科 3 年生の実習生の受け入れ日数 

が例年の 1/2 になっ たが、 限ら れた時間の中で充実し た実習指導ができ るよう 職員一同で

努力し た。  

５ ． 学会、 研修などの中止が相次いだが、 年度の後半より 、 園内研修を 行っ たり 、 オンラ イ  

ンでの研修に参加するなど、 職員各自が、 自己研鑽、 保育の質の向上に努めた。  

 

〔 かせい森のおう ち〕  

１ ． 入所園児について 

開園 7 年目と なり 、 年間延べ 689 名受け入れた。 昨年度よ り 受け入れ人数は 8 名減と な

っ た。 狭山市以外に所沢市、 飯能市、 入間市から 委託を受けた。  

２ ． 保護者と の連携 

子ども 一人ひと り の人権と 個性を 尊重し 、 丁寧な保育に努めた。 保育内容については、園

だより・ ク ラ スだより で伝えた。朝夕の送迎時間を 使っ て園児の様子を 伝え共通理解を 図る。

個別面談、 保護者支援等を 必要に応じ て行っ た。  

３ ． 行事について 

今年度はコ ロナウイ ルスの関係で活動が制限さ れ、 10 月まで行事が行えなかっ た。 11 月

から 工夫し て、 ミ ニスポーツ 大会、 子ども 劇場、 ク リ スマスコ ンサート を開催し た。  

４ ． 大学教員と の連携 

も り のあーと く ら ぶを 年長 5 歳児が行っ た。  

５ ． 学生実習・ ボラ ンティ ア活動 

コ ロナウイ ルスの関係で学生を受け入れるこ と ができ なかっ た。  

 

〔 かせい森の放課後等デイ サービス〕  

１ ． 本年度の重点課題と し て、 ①学生の学びの場の体制整備充実・ ②子ども たちの活動内容

の深化充実に取り 組みまし た。  

２ ． 学生の学びの場（ 受け入れ期間 10 月 1 日～1 月 7 日）  

１ ） 体験実習 

期間は 10 月 1 日から 12 月 22 日。 子ども 学部子ども 支援学科の特別支援教育免許取 

得希望する 3 年生 39 名 8 班が 5 回体験実習、 5 回目は指導案を 作成し 体験実習、 指導教 

官より 指導を 受ける体制を 確立し まし た。  

２ ) ボラ ンティ ア体験 

期間は 11 月 9 日から 1 月 7 日。 子ども 学部子ども 支援学科 2. 3. 4 年生。 213 名が参加 
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し まし た。  

３ ． 子ども 支援 

１ ) 運動活動 

 サーキッ ト ト レ ーニングを 通し て基礎体力や調整力を鍛えると と も に、 ボルダリ ング、

バド ミ ント ン 、 野球型ゲームなどの競技を 通し てスポーツ の楽し さ やチームワーク の大

切さ を 学びまし た。  

２ ) 音楽活動 

 ウイ ルスの関係で歌唱指導でき ませんでし たが、 楽器演奏、 ダンス、 ボール送り などで 

音楽への興味関心を高めまし た。また、ピアノ に合わせて親子で一緒に大布を 行う こ と で、 

一体感や絆を 育ませまし た。  

３ ) 絵画造形活動 

 各個人の自由な発想のも と に絵画・ 工作に取り 組ませ、発想力や創造力を 育みまし た。

また、 緑苑祭にオンラ イ ン による参加を行いまし た。  

４ ) 新型コ ロナウイ ルスの関係で、 4 月 8 日～5 月 30 日の間「 つく し 」 を 閉所。 こ の間、

電話による子ども・ 保護者支援を 実施し まし た。家庭での過ごし 方の指導や保護者の悩み

等を 聞く こ と ができ大変好評でし た。また、再開し た時児童が抵抗なく 活動に参加できま

し た。  

４ ． 親の子育て支援   

１ ) 相談支援・ 定期面談 

5 月・ 11 月実施 その他常時面談を 実施し まし た。  

２ )「 つく し 」 保護者会及び子育て講演会・ ペアレ ント ト レ ーニング（ 全 5 回・ 小 1～小 4          

保護者対象) ・ 進路体験談を 聴く 会は、 新型コ ロナウイ ルスの関係で実施でき ませんでし  

た。   

５ ． 地域貢献（ 会場 東京家政大学狭山キャ ンパス）  

１ ) 7 月下旬入間市放課後等デイ サービス事業所入間市の小中学校と の連絡会は、 新型コ

ロナウイ ルスの関係で実施でき ませんでし た。  

６ ． まと め 

 新型コ ロナウイ ルスの関係で、企画し た多く の事業が実施でき ない 1 年間であり まし た。  

し かし 、 いかなる 状況にあっ ても 、 学生・ 子供たち・ 親の子育て支援の質を 低下するこ と な

く 、 継続するこ と の工夫が問われた 1 年間であり まし た。  

ウイ ルスの問題は、 今後数年間は継続すると 思いますが、 学生・ 子供たち・ 保護者等と の

信頼関係を大切にし ながら 充実し た事業を 推進し ていきたいと 思っ ている。  
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３ ． 中期計画及び事業計画の進捗・ 達成状況 

私立学校法の改正に伴い、 令和 2 年 3 月に 2020（ 令和 2） ～2024（ 令和 6） 年度の中期計

画が策定さ れた。 その中で法人と し ては 7 の目標・ 11 の計画を、 大学・ 大学院・ 短大は 20

の目標・ 47 の計画を 、 高校・ 中学は、 2 の目標・ 8 の計画を、 幼稚園は 3 の目標・ 9 の計画

を それぞれ掲げ取り 組むこ と と し た。 1 年目と なっ た令和 2 年度はコ ロナ禍の中、 計画通り

に進まなかっ たこ と も ある が、 逆にこ う し た特殊な状況下だっ たから こ そ進んだこ と も あ

っ た。 各事業体での主な実施状況は以下の通り である。  

法人では、 ①構造改革による学園の経費 4. 7％削減、 ②コ ンサルタ ント 導入による建築・

修繕費の節約、 ③幼稚園・ ナースリ ールームの給与表統一等体制整備、 ④理事定数の見直し

などが行われた。  

大学・ 大学院・ 短大では、 ①学科・ 科の指標と なるアセスメ ン ト 科目の選択、 ②栄養学部

への改組手続、 ③全学リ ベラ ルアーツ教育改革特別検討委員会の発足、 ④「 スタ ート アッ プ 

セミ ナー自主自律」 のリ アル配信での授業実施、 ⑤正課の英語授業で到達目標・ 教科書を 共

通にし て授業の質を向上、⑥留学生カ フ ェ のオンラ イ ン実施、⑦大学院共通科目の見直し 、

⑧障がい学生等支援コ ーディ ネータ ーの採用、 ⑨奨学金・ 履修・ 学修支援の部署連携による

ワンスト ッ プ化の進展、⑩「 ボラ ンティ ア・ ステーショ ン」（ 仮称） 開設のために WGで検討、

⑪「 キャ リ アデザイ ン」 関連科目のオンラ イ ン配信による 受講機会の改善、 ⑫本学 OB起業

家による オンラ イ ンでの起業講座の実施、 ⑬GPSAcademi c の分析に基づく 入試改革の検討、

⑭入学前準備教育での入試成績に応じ たプログラ ム提供、 ⑮産学連携研究の支援と 産学連

携 WGでの学内研究助成制度の見直し 検討、 ⑯総合研究プロジェ ク ト の充実、 ⑰共同研究講

座開設に向けた規程等の整備と 準備、⑱博物館収蔵品のデジタ ル化・ アーカ イ ブ化と 収集方

針の検討、⑲産学連携ディ レ ク タ ーによる特許申請支援等のオンラ イ ン講座の実施、⑳TJUP

の中長期計画を踏まえた地域・ 社会の活性化活動の推進、㉑閲覧者ニーズに基づく 学園ホー

ムページの企画・ 運営を行う Web 戦略室の設立などが行われた。  

高校・ 中学では、 ①中学での I B教育導入、 ②語学研修の代替と し てオンラ イ ン英会話を

実施（ 90 名を 超える参加）、 ③英語プレゼン力養成講座の導入、 ④学年と 校務の業務一体化

を 目指し た校務分掌の導入、 ⑤学校評価アンケート の改善などが行われた。  

幼稚園では、 ①土曜の合同保育等でのナースリ ールームと の連携強化（ 保育学会発表予

定）、 ②大・ 短の自校附属園実習・ 教育実習などにおける保育を 学ぶ機会の確保などが行わ

れた。  

一方、 各事業体における令和 2 年度の事業計画は以下の通り であっ た。  

法人では、 ①創立 140 周年記念建物の基本計画策定と 140 周年募金活動の強化、 ②ホー

ムページによる新たな広報戦略を 練る Web 戦略室や障害児通所支援施設「 東京家政大学 児

童発達支援事業所 わかく さ 」 の設置、 ③基本方針に基づく 効率的な施設設備の更新・ 改修

などを計画し た。  

大学・ 大学院・ 短大では、 ①中期計画に従っ てその初年次と し ての事業を 進める、 ②児童

学部・ 栄養学部の届出を 行う 、 ③「 ひと の生（ Li f e） を 支える学の構築」 の事業と し て東京

家政大学総合研究プロジェ ク ト の 3 年目の研究を行う 、 ④ヒ ュ ーマンラ イ フ 支援機構を 発

足さ せる、⑤看護学科の認証評価を受審する、⑥短期大学部の短期大学基準協会による 認証

評価に向けて準備を行う などを計画し た。  

高校・ 中学では、 ①学力向上の実現、 ②進路指導の組織化と 進学実績の向上、 ③I B 教育

導入と グローバル教育の推進、 ④財政基盤の確立に向けての取り 組みなどを 計画し た。  

幼稚園では、①こ ども 園運営の安定化、②大学や学内乳幼児施設と の連携強化を計画し た。 

こ れら の進捗・ 達成状況については、 本章「 ２ ． 主な教育研究活動」 を 参照さ れたい。  
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４ ． 主な教育研究施設・ 設備の整備 

施設設備に係る令和 2 年度の主な整備計画と し て、 第一に大学、 短大、 高校、 中学校等の

I CT 教育環境の充実を めざし 、 第 4 期無線 LAN整備計画を 実施し 、 計画通り に学園無線 LAN

整備が完成し た。  

こ のほか経年劣化によ る施設設備の大規模修繕等を 実施する と と も に、 建物のバリ アフ

リ ー化（ エレ ベータ ー設置）、 省エネ（ LED照明） 化、 ト イ レ改修を 計画的に行い、 キャ ンパ

スにおける学生等利用者のアメ ニティ ー環境の充実に努めている。  

今後は 140 周年記念事業と し て整備する建物建設計画の具体的検討を本格的に実施し 、

設計業者選定の後、 基本設計、 実施設計を 行っ ていく 。  

 

１ ． 大学・ 大学院・ 短期大学部 

１ ） 第 4 期無線 LAN整備計画（ 大学・ 短大）  

第 4 期目の無線 LAN整備計画は、 板橋校舎では 1・ 9・ 12・ 13 号館、 21 号棟、 百周年

記念館に敷設し 、 教育研究等の I CT 環境の整備、 充実を図る。 こ の工事の完了により

学園無線 LANの整備が完成し た。  

 

２ ） 第 2 期基幹仮想基盤サーバー及び教学系システムサーバーのク ラ ウド 化実施 

経年により 劣化し た学内サーバーを 更新すると と も に、 教学系システムの安定稼働の

ための学外ク ラ ウド 化を 実施し た。  

 

３ ） manaba システムと 教務システムの連携 

e ラ ーニングシステム manaba と 教務システムを 連携し 効率的円滑的な運用を 実現し

た。  

 

４ ） 120 周年記念館、 4・ 14・ 16 号館ト イ レ改修（ 第 2 期） 工事 

経年により 劣化し たト イ レ を すべて洋式（ 洗浄便座） 化し 、 学生等のニーズに対応し 、

快適性の高いも のに改修を 行っ た。 また、 こ れ以外のト イ レ についても 、 今後 3 年程度

を かけて学生用を 中心に和式ト イ レ を 洋式ト イ レに順次改装し ていく 計画である。  

 

５ ） 板橋校舎 2・ 3・ 5・ 6 号館照明設備 LED化工事 

省エネ（ CO2 排出削減） 対策を推進するために、 2・ 3・ 5・ 6 号館の LED化工事が完了

し た。 また、 今後 5 年程度ですべての施設の照明を LED化する。  

 

６ ） 板橋校舎グラ フ ィ ッ ク デザイ ン実習室 PC（ 47 台） その周辺機器の更新 

経年により 劣化し た PC及びその周辺機器を 更新し 、 教育環境の安全性と 維持充実を 図 

っ た。  

 

７ ） 板橋校舎 14 号館の視聴覚機器の更新整備 

整備後 10 年を 超える視聴覚機器の更新整備を 行っ た。  

 

８ ） 板橋校舎 2 号館第 1 調理学実習室・ 実験室師範代カ メ ラ 更新工事 

経年により 劣化し た師範代カ メ ラ の更新改修工事を 実施し た。  

 

９ ） 板橋校舎 51 号棟（ 部室棟） ルームエアコ ン一部更新工事 

経年により 劣化し たルームエアコ ンの更新工事を実施し た。  
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10） 狭山校舎 4・ 5 号館外壁改修工事の外壁工事 

経年により 劣化し た外壁改修工事を 実施し た。  

 

11） 狭山校舎 2 号館の学生更衣室ロッ カ ーの更新整備 

令和元年度から 3 年計画で更新整備中の 2 号館学生用ロッ カ ーの 2 期整備を 行っ た。  

 

12） 狭山校舎変電設備更新工事 

経年により 劣化し た変電設備の更新を 実施し た。  

 

13） 狭山校舎空調監視装置の更新 

経年により 劣化し た空調監視装置の更新を 実施し た。  

 

14） 狭山校舎藤棚改修工事 

経年により 劣化し た藤棚の改修工事を 実施し た。  

 

15） 狭山校舎図書館天井耐震化改修計画 

令和 3 年度に狭山図書館の天井耐震化を実施するために改修計画を 作成し た。  

 

２ ． 高校・ 中学校・ こ ども 園（ 幼稚園）  

１ ） 教員用パソ コ ンの更新 

経年により 劣化し た教員用パソ コ ンを 更新し た。  

 

２ ） A校舎コ ンピ ュ ータ ー室、 C校舎 CALL 教室、 中学校職員室ネッ ト ワーク 機器更新 

経年により 劣化し たネッ ト ワーク 機器を更新し た。  

 

３ ） こ ども 園（ 幼稚園） の既存棟（ 第 1 園舎） の大規模改修工事 

第 1 園舎は築 20 年を 経過し 、 空調、 外壁、 照明等の大規模改修が必要だっ たため、

その改修工事を 実施し た。  

 

３ ． その他 

１ ） 施設・ 設備の中長期的更新改修計画の円滑的合理的実施体制の整備 

令和元年度にまと めた三菱総合研究所による施設設備の中長期的修繕等経費計画を 生

かし 、 当年度の施設設備改修を円滑的効率的に実施するために工事発注支援等コ ンサ

ルティ ング業者を 導入し 、 手続き の合理性、 透明性を 担保すると と も に当該経費の節

減を 図る体制を 整え、 上記工事を 円滑かつ効率的に実施し た。  

 

２ ） 省エネ法によ り 、 本学は電気、 ガス等のエネルギー削減を 義務付けら れた事業所で

ある。 板橋校舎においては、 東京都の条例によ り 、 2020 年度から 5 年間毎年 27％排

出削減が課さ れ、 そのために照明の LED化等エネルギー削減の取り 組みを強化し てい

る。  

 

３ ） 災害時学生用帰宅困難者用備蓄品の整備、 点検 

災害時に必要な学生等用備蓄品（ 飲料、 食料等） の点検整備を 行い、 不慮の災害に対

応でき る体制を 整えている。  



Ⅲ． 財務の概要

1． 資金収支計算

(収入の部) ( 単位： 百万円 )

科 目 令 和 ２ 年 決 算 令 和 元 年 決 算 増 減
（ 令 和 2 年 度 - 令 和 元 年 度 ）

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 9 ,1 3 5 9 ,0 4 6 8 9

手 数 料 収 入 2 1 1 2 4 2 △ 3 1

寄 付 金 収 入 2 9 9 7 4 2 2 5

補 助 金 収 入 1 ,6 3 7 1 ,3 3 0 3 0 7

資 産 売 却 収 入 1 ,1 0 0 4 0 0 7 0 0

付 随 事 業 ・ 収 益 事 業 収 入 1 1 7 2 4 8 △ 1 3 1

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 7 5 9 7 △ 2 2

雑 収 入 2 5 2 3 1 1 △ 5 9

借 入 金 等 収 入 0 1 △ 1

前 受 金 収 入 1 ,5 3 5 1 ,6 9 1 △ 1 5 6

そ の 他 の 収 入 4 ,0 9 3 9 7 7 3 ,1 1 6

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 1 ,9 3 1 △ 1 ,9 7 3 4 2

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 7 ,3 1 0 7 ,6 4 2 △ 3 3 2

収 入 の 部 合 計 2 3 ,8 3 3 2 0 ,0 8 3 3 ,7 5 0

（ 支出の部）

科 目 令 和 ２ 年 決 算 令 和 元 年 決 算 増 減
（ 令 和 2 年 度 - 令 和 元 年 度 ）

人 件 費 支 出 6 ,5 3 6 6 ,5 1 5 2 1

教 育 研 究 経 費 支 出 2 ,6 5 3 2 ,3 1 1 3 4 2

管 理 経 費 支 出 7 6 1 8 6 4 △ 1 0 3

借 入 金 等 利 息 支 出 1 8 2 2 △ 4

借 入 金 等 返 済 支 出 1 8 9 1 8 9 0

施 設 関 係 支 出 2 5 7 3 5 5 △ 9 8

設 備 関 係 支 出 4 4 2 4 5 2 △ 1 0

資 産 運 用 支 出 4 ,5 0 0 2 ,1 0 0 2 ,4 0 0

そ の 他 の 支 出 3 8 9 2 7 3 1 1 6

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 2 0 8 △ 3 0 7 9 9

次 年 度 繰 越 支 払 資 金 8 ,2 9 6 7 ,3 1 0 9 8 6

支 出 の 部 合 計 2 3 ,8 3 3 2 0 ,0 8 3 3 ,7 5 0

当期の予算の執行状況の概要は以下のと おり である 。 ま た、 経年比較のため平成２ ８ 年度以降の執行
状況を 掲載し ている 。 なお、 以下の各表の金額は百万円未満を 四捨五入し て示し ている ため､合計など数
値が計算上一致し ない場合がある 。

当期の資金収入は学生生徒等納付金収入から 資金収入調整勘定までの合計が１ ６ ５ 億２ 千３ 百万円（ 対
前年度比４ ０ 億８ 千２ 百万円増） で、 そこ に前年度から の繰越金７ ３ 億１ 千万円を 加えた収入総額は２
３ ８ 億３ 千３ 百万円（ 対同比３ ７ 億５ 千万円増） と なっ た。 なお、 学生生徒等納金収入は対同比８ 千９
百万円増、 寄付金収入は対同比２ 億２ 千５ 百万円増、 補助金収入は対同比３ 億７ 百万円増、 資産売却収
入は対同比７ 億円増、 前受金収入は対同比１ 億５ 千６ 百万円減、 その他の収入は対同比３ １ 億１ 千６ 百
万円増と なっ た。

資金収支計算書

一方資金支出は人件費支出から 資金支出調整勘定ま での合計が１ ５ ５ 億３ 千７ 百万円（ 対同比２ ７ 億
６ 千３ 百万円増） と なっ たため、 収入総額２ ３ ８ 億３ 千３ 百万円から こ れを 差し 引いた８ ２ 億９ 千６ 百
万円が次年度繰越支払資金と なっ た。 なお、 人件費支出は対同比２ 千１ 百万円増、 教育研究経費支出は
対同比３ 億４ 千２ 百万円増、 管理経費支出は対同比１ 億３ 百万円減、 施設関係支出は対同比９ 千８ 百万
円減、 設備関係支出は対同比１ 千万円減、 資産運用支出は対同比２ ４ 億円増と なっ た。
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２ ． 活動区分資金収支計算

( 単位： 百万円 )

区分 科 目 令 和 ２ 年 決 算 令 和 元 年 決 算 増 減
（ 令 和 2 年 度 - 令 和 元 年 度 ）

教 育 活 動 資 金 収 入 1 1 ,4 9 0 1 1 ,2 2 9 2 6 1

教 育 活 動 資 金 支 出 9 ,8 9 5 9 ,6 6 0 2 3 5

差 引 1 ,5 9 5 1 ,5 6 9 2 6

調 整 勘 定 等 △ 9 0 3 2 △ 1 2 2

教 育 活 動 資 金 収 支 差 額 1 ,5 0 5 1 ,6 0 1 △ 9 6

施 設 整 備 等 活 動 資 金 収 入 3 ,0 5 2 3 2 0 2 ,7 3 2

施 設 整 備 等 活 動 資 金 支 出 3 ,6 9 9 2 ,5 0 7 1 ,1 9 2

差 引 △ 6 4 7 △ 2 ,1 8 7 1 ,5 4 0

調 整 勘 定 等 △ 7 6 2 1 6 △ 2 9 2

施設設備等活動資金収支差額 △ 7 2 3 △ 1 ,9 7 1 1 ,2 4 8

7 8 2 △ 3 7 1 1 ,1 5 3

そ の 他 の 活 動 資 金 収 入 2 ,0 5 8 7 3 5 1 ,3 2 3

そ の 他 の 活 動 資 金 支 出 1 ,8 5 4 6 9 6 1 ,1 5 8

差 引 2 0 4 3 9 1 6 5

調 整 勘 定 等 0 0 0

そ の他の活動資金収支差額 2 0 4 3 9 1 6 5

9 8 6 △ 3 3 2 1 ,3 1 8

7 ,3 1 0 7 ,6 4 2 △ 3 3 2

8 ,2 9 6 7 ,3 1 0 9 8 6

その他の
活 動 に
よる 資金

収支

支払資金の増減額( 小計+そ の他の活動資金収支差額)

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

当期の教育活動資金収支差額は１ ５ 億５ 百万円（ 対前年度比９ 千６ 百万円減） 、 施設整備等活動資金
収支差額は７ 億２ 千３ 百万円支出超過（ 対同比１ ２ 億４ 千８ 百万円増） 、 その他の活動資金収支差額は
２ 億４ 百万円（ 対同比１ 億６ 千５ 百万円増） と なっ た。

活動区分資金収支計算書

教育活動
に よ る
資金収支

施設整備
等活動に
よる 資金

収支

小計(教育活動資金収支差額+施設設備等活動資金収支差額)
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３ ． 事業活動収支計算

（ 教育活動収支） ( 単位： 百万円 )

区分 科 目 令 和 ２ 年 決 算 令 和 元 年 決 算 増 減
（ 令 和 2 年 度 - 令 和 元 年 度 ）

学 生 生 徒 等 納 付 金 9 ,1 3 5 9 ,0 4 6 8 9

手 数 料 2 1 1 2 4 2 △ 3 1

寄 付 金 1 7 5 7 1 1 0 4

経 常 費 等 補 助 金 1 ,6 1 0 1 ,3 1 5 2 9 5

付 随 事 業 収 入 1 1 7 2 4 8 △ 1 3 1

雑 収 入 2 7 7 3 1 5 △ 3 8

教 育 活 動 収 入 計 1 1 ,5 2 5 1 1 ,2 3 6 2 8 9

人 件 費 6 ,5 5 2 6 ,5 0 6 4 6

教 育 研 究 経 費 3 ,8 3 7 3 ,5 0 5 3 3 2

管 理 経 費 8 5 8 9 7 6 △ 1 1 8

徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額 0 0 0

徴 収 不 能 額 0 0 0

教 育 活 動 支 出 計 1 1 ,2 4 7 1 0 ,9 8 7 2 6 0

2 7 8 2 4 9 2 9

（ 教育活動外収支）

区分 科 目 令 和 ２ 年 決 算 令 和 元 年 決 算 増 減
（ 令 和 2 年 度 - 令 和 元 年 度 ）

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 7 5 9 7 △ 2 2

そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 0 0 0

教 育 活 動 外 収 入 計 7 5 9 7 △ 2 2

借 入 金 等 利 息 1 8 2 2 △ 4

そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 0 0 0

教 育 活 動 外 支 出 計 1 8 2 2 △ 4

5 7 7 5 △ 1 8

3 3 5 3 2 4 1 1

教 育 活 動 収 支 差 額

事業活動
収入の部

当期の事業活動収入は１ １ ７ 億７ 千２ 百万円（ 対前年度比４ 億５ 百万円増） 、 事業活動支出は１ １ ３
億３ 千６ 百万円（ 対同比２ 億８ 千６ 百万円増） と なり 、 基本金組入前当年度収支差額は４ 億３ 千５ 百万
円（ 対同比１ 億１ 千８ 百万円増） と なっ た。

経常収入は１ １ ６ 億円（ 対同比２ 億６ 千７ 百万円増） 、 経常支出は１ １ ２ 億６ 千５ 百万円（ 対同比２
億５ 千６ 百万円増） と なり 、 経常収支差額は３ 億３ 千５ 百万円（ 対同比１ 千１ 百万円増） と なっ た。

基本金組入額は６ 億８ 千６ 百万円（ 対同比１ ０ 億５ 千８ 百万円減） と なり 、 こ の結果当年度収支差額
が２ 億５ 千１ 百万円の支出超過と なり 、 翌年度繰越収支差額は１ ２ ５ 億３ 千万円と なっ た。 なお、 事業
活動支出比率は９ ６ ． ３ ％と 前年度に比べ０ ． ９ ポイ ン ト 減少し た。

事業活動
支出の部

教 育 活 動 外 収 支 差 額

経 常 収 支 差 額

事業活動収支計算書

事業活動
収入の部

事業活動
支出の部
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（ 特別収支）

区分 科 目 令 和 ２ 年 決 算 令 和 元 年 決 算 増 減
（ 令 和 2 年 度 - 令 和 元 年 度 ）

資 産 売 却 差 額 0 0 0

そ の 他 の 特 別 収 入 1 7 2 3 4 1 3 8

特 別 収 入 計 1 7 2 3 4 1 3 8

資 産 処 分 差 額 1 6 1 1 5

そ の 他 の 特 別 支 出 5 5 3 0 2 5

特 別 支 出 計 7 1 4 1 3 0

1 0 1 △ 7 1 0 8

4 3 5 3 1 7 1 1 8

△ 6 8 6 △ 1 ,7 4 4 1 ,0 5 8

△ 2 5 1 △ 1 ,4 2 7 1 ,1 7 6

△ 1 2 ,2 8 5 △ 1 0 ,8 5 8 △ 1 ,4 2 7

6 0 6

△ 1 2 ,5 3 0 △ 1 2 ,2 8 5 △ 2 4 5

1 1 ,7 7 2 1 1 ,3 6 7 4 0 5

1 1 ,3 3 6 1 1 ,0 5 0 2 8 6

1 1 ,6 0 0 1 1 ,3 3 3 2 6 7

1 1 ,2 6 5 1 1 ,0 0 9 2 5 6

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額

基 本 金 組 入 額 合 計

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 金 取 崩 額

事業活動
収入の部

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 支 出 計

経 常 収 入 計

経 常 支 出 計

事業活動
支出の部

特 別 収 支 差 額
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４ ． 貸借対照表

資産の部 ( 単位： 百万円 )

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
（ 令 和 2 年 度 - 令 和 元 年 度 ）

4 9 ,4 8 1 5 0 ,4 3 3 △ 9 5 2

有形固定資産 3 2 ,1 0 3 3 2 ,7 4 0 △ 6 3 7

特定資産 1 2 ,5 8 2 1 2 ,4 9 6 8 6

その他の固定資産 4 ,7 9 6 5 ,1 9 7 △ 4 0 1

8 ,6 7 0 7 ,7 4 4 9 2 6

合計 5 8 ,1 5 1 5 8 ,1 7 8 △ 2 7

負債の部､純資産の部

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
（ 令 和 2 年 度 - 令 和 元 年 度 ）

2 ,6 1 1 2 ,8 1 5 △ 2 0 4

2 ,3 0 6 2 ,5 6 4 △ 2 5 8

計 4 ,9 1 7 5 ,3 7 9 △ 4 6 2

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
（ 令 和 2 年 度 - 令 和 元 年 度 ）

6 5 ,7 6 4 6 5 ,0 8 3 6 8 1

△ 1 2 ,5 3 0 △ 1 2 ,2 8 5 △ 2 4 5

計 5 3 ,2 3 4 5 2 ,7 9 9 4 3 5

5 8 ,1 5 1 5 8 ,1 7 8 △ 2 7

(参考)

減価償却額の累計額 2 8 ,4 8 8 2 7 ,4 4 1 1 ,0 4 7

基 本 金 未 組 入 額 7 6 8 1 ,0 3 9 △ 2 7 1

負債及び純資産の部合計

科 目

負
債
の
部

固定負債

流動負債

科 目

純
資
産
の
部

基本金

繰越収支差額

当期資金収支及び事業活動収支の結果、 財産状況を 示す貸借対照表は以下のと おり である 。
資産の部の固定資産は、 有形固定資産が６ 億９ 千２ 百万円の取得はあっ たも のの、 減価償却を 主

因と し て対前年度比６ 億３ 千７ 百万円減の３ ２ １ 億３ 百万円と なっ た。 また、 特定資産は減価償却
引当特定資産の繰入、 退職給与引当特定資産の取崩によ り １ ２ ５ 億８ 千２ 百万円（ 対同比８ 千６ 百
万円増） 、 その他の固定資産は有価証券の償還などによ り ４ ７ 億９ 千６ 百万円（ 対同比４ 億１ 百万
円減） と なり 、 固定資産合計で対同比９ 億５ 千２ 百万円減の４ ９ ４ 億８ 千１ 百万円と なっ た。 流動
資産は、 現金・ 預金が８ ２ 億９ 千６ 百万円と 対同比９ 億８ 千６ 百万円増額し 、 合計で対同比９ 億２
千６ 百万円増の８ ６ 億７ 千万円と なっ た。 こ の結果、 資産合計で対同比２ 千７ 百万円減の５ ８ １ 億
５ 千１ 百万円と なっ た。

また、 負債の部では長期借入金や退職給与引当金を 主と する 固定負債が借入金の返済によ る 減少
を 主因と し て２ ６ 億１ 千１ 百万円（ 対同比２ 億４ 百万円減） と なっ た。 前受金や短期借入金を 主と
する 流動負債は２ ３ 億６ 百万円（ 対同比２ 億５ 千８ 百万円減） と なっ た。 負債合計で対同比４ 億６
千２ 百万円減の４ ９ 億１ 千７ 百万円と なっ た。

さ ら に、 純資産の部の基本金は、 板橋キャ ン パスト イ レ 改修工事、 幼稚園第一園舎工事等に係る
建物等資産取得、 備品の取得・ 取替更新、 図書・ ソ フ ト ウェ アの取得など によ る 組入によ り 対同比
６ 億８ 千１ 百万円増の６ ５ ７ 億６ 千４ 百万円と なっ た。 純資産合計で対同比４ 億３ 千５ 百万円増の
５ ３ ２ 億３ 千４ 百万円と なっ た。

貸借対照表

科 目

資
産
の
部

固定資産

流動資産
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５ ． 財務関係資料

(１ )事業活動収支の推移

( 教育活動収支の部 ) ( 単位： 百万円 )

区分 科　 目 平成2 8 年度 平成2 9 年度 平成3 0 年度 令和元年度 令和２ 年度

学 生 生 徒 等 納 付 金 8 ,9 8 2  9 ,1 9 1  9 ,1 7 0  9 ,0 4 6  9 ,1 3 5  

手 数 料 2 5 0  2 3 8  2 5 2  2 4 2  2 1 1  

寄 付 金 9 0  1 9 2  1 0 4  7 1  1 7 5  

経 常 費 等 補 助 金 1 ,0 8 5  1 ,0 3 6  1 ,2 3 4  1 ,3 1 5  1 ,6 1 0  

付 随 事 業 収 入 2 5 6  2 6 8  2 8 6  2 4 8  1 1 7  

雑 収 入 4 2 8  5 8 2  3 2 4  3 1 5  2 7 7  

教 育 活 動 収 入 計 1 1 ,0 9 1  1 1 ,5 0 6  1 1 ,3 7 0  1 1 ,2 3 6  1 1 ,5 2 5  

人 件 費 6 ,3 2 0  6 ,6 4 0  6 ,3 0 5  6 ,5 0 6  6 ,5 5 2  

教 育 研 究 経 費 3 ,2 9 5  3 ,5 7 7  3 ,4 4 2  3 ,5 0 5  3 ,8 3 7  

（ 内 減 価 償 却 額 ） (1 ,1 2 6 ) (1 ,1 0 1 ) (1 ,2 0 7 ) (1 ,1 9 2 ) (1 ,1 8 3 )

管 理 経 費 9 1 9  9 0 8  9 6 5  9 7 6  8 5 8  

（ 内 減 価 償 却 額 ） (1 3 2 ) (1 2 7 ) (1 3 6 ) (1 4 1 ) (1 5 2 )

徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額 0  0  0  0  0  

徴 収 不 能 金 0  0  0  0  0  

教 育 活 動 支 出 計 1 0 ,5 3 4  1 1 ,1 2 5  1 0 ,7 1 2  1 0 ,9 8 7  1 1 ,2 4 7  

5 5 6  3 8 0  6 5 8  2 4 9  2 7 8  

( 教育活動外収支の部 )

区分 科目 平成2 8 年度 平成2 9 年度 平成3 0 年度 令和元年度 令和２ 年度

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 5 3  7 3  9 0  9 7  7 5  

そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 0  0  0  0  0  

教 育 活 動 外 収 入 計 5 3  7 3  9 0  9 7  7 5  

借 入 金 等 利 息 3 4  3 0  2 6  2 2  1 8  

そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 0  0  0  0  0  

教 育 活 動 外 支 出 計 3 4  3 0  2 6  2 2  1 8  

1 9  4 3  6 5  7 5  5 7  

5 7 6  4 2 3  7 2 3  3 2 4  3 3 5  

( 特別収支の部 )

区分 科目 平成2 8 年度 平成2 9 年度 平成3 0 年度 令和元年度 令和２ 年度

資 産 売 却 差 額 1  0  0  0  0  

そ の 他 の 特 別 収 入 2 1 5  2 0  2 5 0  3 4  1 7 2  

特 別 収 入 計 2 1 5  2 0  2 5 0  3 4  1 7 2  

資 産 処 分 差 額 1 5 5  1 6  7  1 1  1 6  

そ の 他 の 特 別 支 出 1 7  3 1  2  3 0  5 5  

特 別 支 出 計 1 7 2  4 7  9  4 1  7 1  

4 3  △2 7  2 4 1  △7  1 0 1  

6 1 9  3 9 6  9 6 3  3 1 7  4 3 5  

△1 ,6 4 2  △3 ,5 7 4  △2 ,1 8 1  △1 ,7 4 4  △6 8 6  

△1 ,0 2 3  △3 ,1 7 8  △1 ,2 1 7  △1 ,4 2 7  △2 5 1  

△5 ,9 9 2  △6 ,8 6 2  △1 0 ,0 4 0  △1 0 ,8 5 8  △1 2 ,2 8 5  

1 5 3  0  4 0 0  0  6  

△6 ,8 6 2  △1 0 ,0 4 0  △1 0 ,8 5 8  △1 2 ,2 8 5  △1 2 ,5 3 0  

1 1 ,3 5 9  1 1 ,5 9 8  1 1 ,7 1 0  1 1 ,3 6 7  1 1 ,7 7 2  

1 0 ,7 4 0  1 1 ,2 0 2  1 0 ,7 4 7  1 1 ,0 5 0  1 1 ,3 3 6  

1 1 ,1 4 4  1 1 ,5 7 8  1 1 ,4 6 0  1 1 ,3 3 3  1 1 ,6 0 0  

1 0 ,5 6 8  1 1 ,1 5 5  1 0 ,7 3 8  1 1 ,0 0 9  1 1 ,2 6 5  

経 常 収 入 計

経 常 支 出 計

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 金 取 崩 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 支 出 計

経 常 収 支 差 額

事業活動
収入の部

事業活動
支出の部

特 別 収 支 差 額

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額

基 本 金 組 入 額 合 計

事業活動
収入の部

事業活動
支出の部

教 育 活 動 収 支 差 額

事業活動
収入の部

事業活動
支出の部

教 育 活 動 外 収 支 差 額
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( 資産の部 ) ( 単位： 百万円 )

平成2 8 年度 平成2 9 年度 平成3 0 年度 令和元年度 令和２ 年度

4 5 ,6 4 2  4 8 ,7 8 1  4 9 ,6 6 2  5 0 ,4 3 3  4 9 ,4 8 1  

3 1 ,7 7 1  3 3 ,6 7 0  3 3 ,2 5 6  3 2 ,7 4 0  3 2 ,1 0 3  

土 地 1 2 ,6 3 2  1 2 ,6 4 4  1 2 ,6 4 4  1 2 ,6 4 4  1 2 ,6 4 4  

建 物 1 4 ,9 5 6  1 6 ,3 9 0  1 6 ,0 2 8  1 5 ,4 7 6  1 4 ,8 2 8  

そ の 他 4 ,1 8 3  4 ,6 3 7  4 ,5 8 3  4 ,6 2 0  4 ,6 3 1  

9 ,2 7 0  1 0 ,2 2 3  1 1 ,1 0 6  1 2 ,4 9 6  1 2 ,5 8 2  

第 2 号 基 本 金 引 当 資 産 2 ,4 0 0  2 ,9 0 0  3 ,7 0 0  5 ,0 0 0  5 ,0 0 0  

第 3 号 基 本 金 引 当 資 産 1 4 2  1 4 2  1 4 2  1 4 2  1 4 2  

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 2 ,1 2 8 2 ,0 8 1 2 ,0 6 4 2 ,0 5 4 2 ,0 4 0

そ の 他 4 ,6 0 0  5 ,1 0 0  5 ,2 0 0  5 ,3 0 0  5 ,4 0 0  

4 ,6 0 1  4 ,8 8 8  5 ,3 0 1  5 ,1 9 7  4 ,7 9 6  

有 価 証 券 4 ,5 3 7  4 ,8 3 7  5 ,2 3 7  5 ,1 3 7  4 ,7 3 7  

そ の 他 6 4  5 1  6 4  6 0  5 9  

1 1 ,2 5 4  8 ,3 3 6  8 ,2 0 8  7 ,7 4 4  8 ,6 7 0  

現 金 預 金 1 0 ,5 5 2  7 ,6 2 6  7 ,6 4 2  7 ,3 1 0  8 ,2 9 6  

そ の 他 7 0 2  7 1 0  5 6 6  4 3 5  3 7 4  

5 6 ,8 9 6  5 7 ,1 1 7  5 7 ,8 7 0  5 8 ,1 7 8  5 8 ,1 5 1  

( 負債の部 )

平成2 8 年度 平成2 9 年度 平成3 0 年度 令和元年度 令和２ 年度

3 ,4 5 4  3 ,2 1 7  3 ,0 1 4  2 ,8 1 5  2 ,6 1 1  

長 期 借 入 金 1 ,3 2 2  1 ,1 3 4  9 4 5  7 5 7  5 6 8  

退 職 給 与 引 当 金 2 ,1 2 8  2 ,0 8 1  2 ,0 6 4  2 ,0 5 4  2 ,0 4 0  

そ の 他 4  3  5  4  3  

2 ,3 1 9  2 ,3 8 2  2 ,3 7 5  2 ,5 6 4  2 ,3 0 6  

短 期 借 入 金 1 8 9  1 8 9  1 8 9  1 8 9  1 8 9  

前 受 金 1 ,6 5 1  1 ,7 2 3  1 ,6 5 4  1 ,6 9 1  1 ,5 3 5  

そ の 他 4 7 9  4 7 0  5 3 1  6 8 5  5 8 3  

5 ,7 7 4  5 ,5 9 9  5 ,3 8 8  5 ,3 7 9  4 ,9 1 7  

( 純資産の部 )

平成2 8 年度 平成2 9 年度 平成3 0 年度 令和元年度 令和２ 年度

5 7 ,9 8 4  6 1 ,5 5 9  6 3 ,3 3 9  6 5 ,0 8 3  6 5 ,7 6 4  

第 1 号 基 本 金 5 4 ,8 3 7  5 7 ,7 7 7  5 8 ,7 5 8  5 9 ,2 0 2  5 9 ,8 8 2  

第 2 号 基 本 金 2 ,4 0 0  2 ,9 0 0  3 ,7 0 0  5 ,0 0 0  5 ,0 0 0  

第 3 号 基 本 金 1 4 2  1 4 2  1 4 2  1 4 2  1 4 2  

第 4 号 基 本 金 6 0 5  7 4 0  7 4 0  7 4 0  7 4 0  

△6 ,8 6 2  △1 0 ,0 4 0  △1 0 ,8 5 8  △1 2 ,2 8 5  △1 2 ,5 3 0  

5 1 ,1 2 2  5 1 ,5 1 8  5 2 ,4 8 2  5 2 ,7 9 9  5 3 ,2 3 4  

5 6 ,8 9 6  5 7 ,1 1 7  5 7 ,8 7 0  5 8 ,1 7 8  5 8 ,1 5 1  

そ の 他 の 固 定 資 産

　 繰　 越　 収　 支　 差　 額

　 基　 本　 金

有 形 固 定 資 産

科　 目

科　 目

負 債 の 部 合 計

　 流　 動　 負　 債

特 定 資 産

科　 目

(２ )貸借対照表の推移

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

　 固　 定　 資　 産

　 流　 動　 資　 産

　 固　 定　 負　 債

資 産 の 部 合 計
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11,359

11,598

11,710

11,367

11,772

10,740

11,202

10,747

11,050

11,336
94.6

96.6

91.8

97.2

96.3

88.0

89.0

90.0

91.0

92.0

93.0

94.0

95.0

96.0

97.0

98.0

10,200

10,400

10,600

10,800

11,000

11,200

11,400

11,600

11,800

12,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

（％）（百万円）
(３)事業活動収入と事業活動支出の推移

事業活

動収入

事業活

動支出

事業活

動支出

比率

80.6 79.4 80.0 79.8 78.8 

56.7 57.4 55.0 57.4 56.5 

29.6 30.9 30.0 30.9 33.1 

9.7 8.9 10.8 11.6 13.7 

0.8 1.7 0.9 0.6 1.5 
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

（％）
(４)対経常収入比率の推移

学生生徒等

納付金比率

人件費比率

教育研究経費

比率

経常補助金

比率

経常寄付金

比率
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100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

11.3 10.9 10.3 10.2 9.2 

10.1 9.8 9.3 9.2 8.5 
0.0

10.0

20.0
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60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

（％） (６)負債の推移

退職給与引当

特定資産保有率

負債比率

総負債比率

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

11,254
8,336 8,208 7,744 8,670

9,270
10,223 11,106 12,496 12,582

4,601
4,888 5,301 5,197 4,796

31,771 33,670 33,256 32,740 32,103

(５)資産構成の推移

有形固定資産

その他の固定資産

特定資産

流動資産

（百万円）
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97.5 97.9 98.2 98.4 98.8 

89.9 90.2 90.7 90.8 91.5

19.8 
14.6 14.2 13.3 14.9

△ 12.1
△ 17.6 △ 18.8 △ 21.1 △ 21.5

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

（％）

(７)繰越収支差額と純資産の推移

基本金比率

純資産構成

比率

流動資産構成

比率

繰越収支差額

構成比率

56,896 57,117 57,870 58,178 58,151

5,774 5,599 5,388 5,379 4,916

51,122 51,518 52,482 52,799 53,234

0

10,000

20,000

30,000
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50,000

60,000

70,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

（百万円）

(８)資産・負債・純資産の推移

資産

負債

純資産
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